
第７章

未来（あす）を見つめたまちづくり



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

R4予算現額

855千円

R5予算現額

854千円

R4正規職員人件
費

0.67 人

5,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.62 人 評価者

～ 5,010千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

447千円

R5予算現額

447千円

R4正規職員人件
費

0.47 人

3,761千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.31 人 評価者

～ 2,505千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

770千円

R5予算現額

740千円

R4正規職員人件
費

0.65 人

5,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.58 人 評価者

～ 4,687千円 社会教育課長　奥井　祥三

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

平和を守ることの重要性を
伝える機会を通じ、参加者
の意識を向上を図った。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S60 100.0%

711
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

引き続き、効果的な啓発が図
れるよう取り組んでいく

R5年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現

しよう
重要 自治事務 730千円

10 人や国の不平等をな
くそう

今後の同和行政の基本方針 664千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひ
とりの人権を擁護し、差別のない地域社会を築
くことを目的とし、人権に関する企業及び職員
向けの研修会の実施、「人権フェスティバル」
の開催（入間郡市同和対策協議会）、人権啓発
講演会の実施（人権啓発活動地方委託事業）、
人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人権啓発物品の作
成・配布等、さまざまな啓発事業を行ってい
る。

会年職
員等

0人

実績 48.0% 41.7%

近年、SNS等に係るインターネットによる人権
侵害などの比較的新しい人権問題が注目され
ており、こうした課題が一般にも認識されつ
つある状況から、新たな人権問題に対する市
の施策への満足度が低く、目標達成に至らな
かったものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

224人

R5目標 R5実績

差別や偏見のない人権尊重社会の実現
を目指して、研修会や講演会等を通じ
て、人権意識の高揚を図るとともに、
人権問題に対する正しい理解の普及に
取り組む。

R5その他職員従
事割合

50.0% 37.1%
様々な人権課題についての
学習機会を提供することを
通じて、人権尊重に関する
意識の高揚を図った。

会年職
員等

52.0%

711
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に推進
しており、施策への満足度を指標としている。

市主催の人権啓発研修会について、市
の施策に幅広く人権尊重の視点を取り
入れるため、人権に係る様々なテーマ
を研修において取り上げるとともに、
外部講師だけではなく他部署の職員を
講師として依頼した。

人権啓発推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、
語り部への身体的負担に配慮した事業
展開をしていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

戦争の悲惨さと平和の尊さ、
命の大切さを若い世代を中心
に伝え、目標値を達成してい
るため。

R5年度に改善した点

講演会等参加者数

人権尊重に関する施策への満足度
市民意識調査の設問「所沢市の施策への満足
度」に対し、「満足」「まあまあ満足」と回
答した人の割合）

0人

R6目標

H12

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 434千円

①平和祈念式典参加人数

②平和を語る会（回数・人
数）

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割
合

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを理解し
てもらうことが当該事業の目的となっているた
め。

市内小中学校に「平和を語る会」の開
催希望を募る事務手続きを紙からメー
ルに変更し、事務の効率化を図った。

平和推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

2 飢餓をゼロに

- 436千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
10 人や国の不平等をな

くそう

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民
に理解してもらうため、公募した学生と平和祈
念式典に参加する「広島平和祈念式典参加事
業」や、市内小中学校を対象とした被爆体験者
による「平和を語る会」、市役所及びまちづく
りセンターで原爆のパネル写真を展示する、
「平和祈念資料展」を行う。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5名参加

②14回開催し、1182人参加

R5目標

712
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は達成でき
一定の成果は上げている。講
座・研修会の周知方法や内容
等さらに理解度を上げるため
検討していきたい。

R5年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現

しよう
重要 自治事務 553千円

①家庭教育学級人権教育合
同講座受講者数
②人権教育ブロック別研修
会受講者数
③人権教育指導者養成講座

講座・研修会参加者の理解度（％）

0.23人

R6目標

H15

10 人や国の不平等をな
くそう人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会教育法、

所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱 575千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

　差別や偏見のない地域社会づくりに寄与する
ことを目的として、広く市民や社会教育関係団
体、学校関係者に対する研修会の開催や啓発物
の配布を通じて人権教育の推進する。

会年職
員等

0.25人

実績 94.0% 96.2%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①262人

②122人

③69人

R5目標 R5実績

１３の人権課題の中から、様々な人権
問題について取り上げ、今後も人権教
育講座・研修会を開催していく。

R5その他職員従
事割合

97.0% 97.2%
思いやりのある人権尊重社
会の実現のため、講座・研
修会を開催し、人権教育の
推進を図った。

会年職
員等

97.5%

人権意識の向上に資するため、参加者アンケート
の理解度を目標値とした。 感染症対策としての参加人数制限等を

なくし、幅広く参加できるよう実施し
た。

人権教育推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

100千円

R5予算現額

100千円

R4正規職員人件
費

0.32 人

2,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.11 人

871千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.04 人 評価者

～ 323千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

4,996千円

R5予算現額

6,837千円

R4正規職員人件
費

1.88 人

15,044千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.08 人 評価者

～ 16,808千円 企画総務課長　細淵　健

712
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

徐々に受講生数が回復傾向にあるの
で、受講生数が増加しても対応できる
ように準備をしていく。

R5その他職員従
事割合

900 524

新型コロナウイルスの影響で
大幅に受講生数が減少した
が、ここ最近は徐々に増えて
きている。外国人人口も増加
傾向にあるので、より一層日
本語教室の需要が高まると考
えられる。
そのため、ボランティアの確
保にも力を注いでいきたい。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H1

10 人や国の不平等をな
くそう

重要 自治事務 195千円

①開催回数

②講習会受講生数

③日本語学習支援ボラン
ティア養成講座受講生数

講習会受講生の人数（人）
多くの市内在住外国人に参加してもらいたいた
め、受講生の延べ人数を指標とする。 各受講生のレベルに合わせた講習を実

施することにより、受講生が効率よく
学習することができた。

外国人のための日
本語講習会開設事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法 105千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　日本在住の外国人が生活する上で必要不可欠
な日本語の学習の場を保障し、市民の国際交
流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週
月曜日に日本語講習会を市民のボランティアに
より実施している。
　また、日本語講習会の指導・支援ボランティ
アの確保と育成のための養成講座を開催し、こ
れから活動を志す入門編と、技術向上を目指す
実践編の研修を実施している。

会年職
員等

0人

実績 900 434

昨年より受講生数は回復したが、未だコロナ
の影響が残っており、目標が未達成となっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①36回

②524人

③130人

R5目標

市内在住外国人が生活する
上で必要不可欠な日本語を
学ぶ場を提供した。

900

713
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成に向けて、引き続き
効果的な啓発が図れるよう取
り組んでいく。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
重要 自治事務 0千円

①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業
数（研修の開催等）

職員のユニバーサルデザインへの配慮度
※職員アンケートでユニバーサルデザインに
「配慮して業務に取り組んでいる」と答えた
割合

0人

R6目標

H19

11 住み続けられるまち
づくりを

ユニバーサルデザイン推進基本方針 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくり
を進めるため、ユニバーサルデザイン推進基本
方針を周知するための情報提供、新規採用職員
への研修等、ユニバーサルデザインを推進する
ための事業を行っている。

会年職
員等

0人

実績 70.0% 62.3%

前年度より改善しているが、職員の意識付け
が十分でなかったためと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2回
（職員アンケート実施時及
び庁内広報誌により実施）
②0回

R5目標 R5実績

目標達成に向けて、引き続き情報発信
を行っていく。

R5その他職員従
事割合

75.0% 64.8%
ユニバーサルデザインの理
念を市の各種施策に反映さ
せるため、情報発信を通じ
て職員の意識高揚を図っ
た。

会年職
員等

80.0%

714
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

行政サービスを提供する市職員がユニバーサルデ
ザインに配慮し、業務に取り組んでいるかを重要
視しているため。

職員アンケートを実施するとともに、
庁内広報誌を活用し、ユニバーサルデ
ザインに配慮する事例をより分かりや
すく例示するなどの周知を行った。

ユニバーサルデザ
イン推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

ＤＶ及びその他困難な問題に関する相
談内容が今後ますます複雑化・多様化
することが見込まれる。このため、研
修の受講等により、引き続き、対応に
あたる職員・相談員の資質の向上に努
める。

R5その他職員従
事割合

年1回以上開催
年1回以上開催
Ｒ5.7.26（水）開催

ＤＶの相談窓口が明確になっ
たことで、必要とする方に情
報が届きやすくなったほか、
関係部署・関係機関と連携し
やすくなり、市のＤＶ被害者
支援が強化された。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

3人

R6目標

R4

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 4,604千円

①相談実人数

②相談件数

③一時保護件数

ＤＶ庁内連携会議をはじめとする庁内会議・
研修の開催回数

ＤＶ被害者支援には関係機関との連携が必要不可
欠であることから、体制構築のための連携会議を
行う必要がある。

配偶者暴力相談支援センターの対応マ
ニュアルについて、必要に応じて更
新・見直しを行い、職員の対応力の底
上げを図った。
また、配偶者暴力相談支援センターの
業務量増加に伴い、相談員について新
たに1名の増員を行った。

配偶者暴力相談支
援センター事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 5 ジェンダー平等を実現

しよう
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 6,336千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

重大な人権問題である、配偶者等からの暴力
（ＤＶ）被害者に対して、ＤＶによって命や生
活の安全を脅かされる状況を解消し、社会の中
で自立して生活していけるよう、必要な支援を
行う。

会年職
員等

2人

実績 年1回以上開催
年1回以上開催
Ｒ4.9.21（木）開催

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①184人

②719人

③7件

R5目標

困難な状況に置かれたＤＶ
被害者等について、自立に
向けた支援を行った。

年1回以上開催



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

318千円

R5予算現額

360千円

R4正規職員人件
費

0.68 人

5,441千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

9,963千円

R5予算現額

10,071千円

R4正規職員人件
費

0.69 人

5,521千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

3,914千円

R5予算現額

3,910千円

R4正規職員人件
費

0.37 人

2,961千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.37 人 評価者

～ 2,990千円 企画総務課長　細淵　健

714
経営
企画
部

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

今後においても、男女共同参
画への意識を高められるよ
う、SUNの発行・配布を行って
いく。

R5年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現

しよう
重要 自治事務 303千円

男女共同参画情報誌「ＳＵ
Ｎ」発行

男女共同参画情報誌「SUN」（年2回発行　各
5,000部　関係機関並びに公共施設・学校等に
配布）を発行する。

0人

R6目標

S56

男女共同参画社会基本法、所沢市男女共同参画推進条例 284千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共
同参画の実現に向けて、男女共同参画への関心
を高め、性別による固定的役割分担意識の改善
を図ることを目的とする。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」
（年2回発行　各5,000部　関係機関並びに公共
施設・学校等に配布）を発行する。

会年職
員等

0人

実績 年2回各5,000部 年2回各5,000部

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

年2回各5,000部

R5目標 R5実績

毎回「SUN」の内容を決めるのに難航し
ているが、話題になっている時事など
も含めて、多くの方々に興味を持って
もらえるようなものにしたい。

R5その他職員従
事割合

年2回各5,000部 年2回各5,000部

男女共同参画7に関する情
報を発信できた。会年職

員等
年2回各5,000部

714
経営
企画
部

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R5実績

近隣の男女共同参画関連施設、所沢市男女共同参
画審議会委員、所沢市男女共同参画苦情処理専門
委員、市内の事業者、公共施設等に配布すること
を考慮して、各5,000部配布している。

あまり難しい内容ではなく、誰もが分
かりやすく読んでもらえるように、工
夫した。

男女共同参画啓発･
普及事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

利用者の年齢層が偏っているので、可
能な範囲で長期的に利用者の年齢層を
徐々に広めたい。

R5その他職員従
事割合

45,0% 32.2%

令和4年度と同様の稼働率を維
持し、目標値には到達してい
ないが、ふらっとの会議室等
を利用している数多くの団体
が存在していいることから、
今後もふらっとの周知に励ん
でいく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.8人

R6目標

H7

5 ジェンダー平等を実現
しよう

重要 自治事務 9,700千円

①会議室使用者数

②複写機・印刷使用者数

③図書・ビデオ利用者数

会議室等の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率
の平均）

ふらっとの事業目的の一部である男女共同参画に
係る「学習」や「交流」の場を提供することの成
果を測るため、会議室等の稼働率を指標とする。

新規の利用団体が増えるように、ふ
らっとの周知に関する広報活動に励ん
だ。

男女共同参画推進
センターふらっと
運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市男女共同参画推進条例 8,852千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交
流」・「情報」の場を提供するとともに、でき
るだけ多くの方に男女共同参画への理解と意識
の向上を図ることを目的とし、施設（会議室・
研修室・生活工房室）、印刷機、男女共同参画
に関する図書・DVDの貸出を行う。

会年職
員等

0.8人

実績 45,0% 32.7%

男女共同参画推進センターふらっとの知名度
がまだ低いことや、利用団体の高齢化などが
挙げられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①17,537人

②151人

③168人

R5目標

男女共同参画に係るキャン
ペーンいイベントの実施、
「学習」や「交流」の場の
提供などによりふらっとの
施設活用の向上に努めた。

45,0%

714
経営
企画
部

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

カウンセリング、電話相談の
相談が著しく増加した。今後
も、相談者の悩み等を解決で
きるよう啓発活動等を推進し
ていく。

R5年度に改善した点
5 ジェンダー平等を実現

しよう
重要 自治事務 3,737千円

①電話相談件数

②カウンセリング相談件数

③何でも聞きます相談件数

年間相談件数

0.6人

R6目標

H7

所沢市男女共同参画推進条例、配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に関する法律 3,779千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

電話相談、カウンセリング、何でもききます相
談の実施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害と
なる悩みや問題を解決するための援助事業を行
う。

会年職
員等

0.6人

実績 750件 999件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①950件

②204件

③108件

R5目標 R5実績

市の配偶者暴力相談支援センターをは
じめ、市民相談課、こども相談セン
ター、こころの健康支援室などの相談
所管部署及び関係機関と必要に応じて
連携し、市民に寄り添った相談を続け
ていきたい。

R5その他職員従
事割合

750件 1,262件
関係部署、関係機関と連携
しながら、相談対応を行
い、悩みを抱える人の支援
を行った。

会年職
員等

750件

悩んでいる人への対応件数を相談事業の成果と捉
え、相談件数を指標とする。 所沢市女性の生き方に関する相談事業

実施要領を制定した。

女性の生き方に関
する相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

372千円

R5予算現額

372千円

R4正規職員人件
費

0.59 人

4,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.62 人 評価者

～ 5,010千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

1,164千円

R5予算現額

985千円

R4正規職員人件
費

0.47 人

3,761千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.75 人 評価者

～ 6,061千円 秘書室長　松崎　清吾

R4予算現額

22,085千円

R5予算現額

21,311千円

R4正規職員人件
費

1.97 人

15,764千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.97 人 評価者

～ 15,920千円 市民相談課長　守谷　秀明

714
経営
企画
部

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

R5実績

講座の開催日や開催時間を工夫する。
講座の良さがうまく伝わらずに参加者
が少なかった講座があるため、周知方
法を引き続き検討していく。

R5その他職員従
事割合

90.0% 68.6%

申込数の多さや、アンケート
等を勘案し、参加者の関心が
高い講座を開催した一方、参
加するのにハードルが高いイ
メージのある講座は、受講鵜
者数が伸びなかった。
今後も全世代が参加でき、男
女共同参画の推進やふらっと
の周知に寄与する魅力ある講
座を、利用者の意見なども参
考にして開催していく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.6人

R6目標

H7

5 ジェンダー平等を実現
しよう

重要 自治事務 227千円

講座参加者数
講座定員数における参加者数の割合

男女共同参画に関する理解や意識向上を図ること
を目的に講座を開催するため、参加率を指標とす
る。 好評な講座は継続し、市民に対する講

座の広報活動をより活発化させた。

ふらっと企画講座
実施事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市男女共同参画推進条例 295千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と
意識の向上を図るため、男女共同参画に係る講
座・研修・講演会などの開催を行う。

会年職
員等

0.6人

実績 90.0% 97.6%

講座の内容により参加者数の偏りが大きいこと
や、体調不良等による講座参加者の当日キャンセ
ルの発生等が、目標値未達成の一因と考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

1,756人

R5目標

男女共同参画に係る様々な
講座やイベント等を行うこ
とにより、市民に対する意
識啓発を行った。

90.0%

721
秘書
室

秘書
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値には達していないもの
の、厳粛に遺漏なく挙行する
ことができた。地域づくり推
進課所管の感謝状贈呈式と同
時開催したことにより、規模
が大きくなり華やかな式典に
なるとともに、職員数が増え
たことで丁寧な案内ができ
た。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 1,046千円

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

0人

R6目標

S45

11 住み続けられるまち
づくりを

所沢市表彰規則 818千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な
分野で市勢の振興に寄与する市民活動を促進す
るため、活動の顕著であった方々を表彰する。

会年職
員等

0人

実績 75.0% 58.0%

仕事や用事等により欠席する被表彰者が一定
数いることから、目標値を満たさなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①67（人・団体）

②33（人・団体）

R5目標 R5実績

政策会議等で他課の職員に協力を要請
し、スムーズな進行に努め、出席者に
負担をかけることなく喜んでいただけ
る式典にしていく。アフターコロナに
即した式典等のあり方を検討し、実施
方法等を必要に応じて改善する。

R5その他職員従
事割合

75.0% 49.3%
物品購入の際に、オープン
カウンター方式を実施し
た。被表彰者の各活動の促
進や郷土愛の増進に寄与し
た。

会年職
員等

75.0%

721
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出席
が望ましい。

被表彰者へのアンケートに基づき、令
和４年度から試験的に日曜午前中に実
施しており、昨年度も同様に午前中に
開催した。
新型コロナが５類に移行したが、座席
間隔を1.5倍に広げたり受付を増やした
りすることで、被表彰者が安心して参
加しやすい環境整備に努めた。

所沢市表彰事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

相続や近隣トラブル等に関する民法改
正の影響で、予約制の専門相談の需要
が高まっており、2週間～1ヶ月先まで
予約が埋まってしまう傾向にある。そ
のことで、相談を希望している市民が
当課の相談を利用できないことがある
ため、予約制ではない相談を今まで以
上に活用し、運用方法等の見直しも検
討していく。

R5その他職員従
事割合

3500件 3044件

目標は未達成であったが、相
談件数は前年度を上回ってお
り、市民の困りごと解決に寄
与した。また、令和5年5月8日
から対面相談を再開し、電話
相談と選択できる体制を整え
たことで、市民相談の利便性
が向上した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

3人

R6目標

S47

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 21,811千円 ①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(会計
年度職員報酬＋職員手当等+
相談報償）

③弁護士一人当たりの休日
特設相談件数

年間相談件数

市民からの相談について幅広く対応しつつ、内容
に応じて相談に至る前に適切な外部の相談先を紹
介していることから、相談事業として受けるのに
適した年間の件数を目標設定としている。

新型コロナウイルス感染症の感染症法
上の位置付けが変更したことに伴い、
対面相談を再開した。また、感染症拡
大前は対面相談のみとしていたが、コ
ロナ禍に導入した電話相談も継続し、
市民が相談方法を選択できるようにし
た。

市民相談事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市市民相談員設置要綱・所沢市市民相談実施要領 20,696千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

生活上生じる様々な問題について市民からの相
談に対し適切な助言等を行い、自主的な解決を
促進して住民の福祉向上に寄与することを目的
とする。
電話及び面接方式による相談を以下（①～⑧）
のとおり実施している。なお、②③④の専門相
談については、予約制としている。
①一般相談②弁護士相談③税理士相談④司法書
士相談⑤行政書士相談⑥人権相談⑦行政相談⑧
外国人生活相談

会年職
員等

3人

実績 4000件 3025件 市民からの問い合わせに対して、市民の求める内
容や方向性を良く聞くことで、所管部署に繫いだ
り、助言等の相談ではなく解決のために弁護士等
を委任したい場合には適切な外部機関を紹介する
などして、相談以前での適切な案内に努めたた
め。
また、新型コロナウイルス感染症が落ち着きを見
せたことや、相続や近隣トラブル等に関する民法
改正の影響により、相談を希望する市民は多くい
たが、そのことで予約制の相談が2週間～1ヶ月先
まで埋まる傾向にあり、当課の相談ではなく外部
相談を案内する機会が多かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12.4件

②6279.2円

③5.33件

R5目標

市民の生活上の悩みごとや
困りごとについて相談を受
け、助言等を行った。

3500件



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,510千円

R5予算現額

1,277千円

R4正規職員人件
費

0.70 人

5,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.56 人 評価者

～ 4,525千円
選挙管理委員会事務局
次長　築地　将司

R4予算現額

33,579千円

R5予算現額

39,770千円

R4正規職員人件
費

2.87 人

22,966千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.64 人 評価者

～ 21,334千円 広報課長　板垣　昭彦

R4予算現額

7,775千円

R5予算現額

7,479千円

R4正規職員人件
費

0.89 人

7,122千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.84 人 評価者

～ 6,788千円 広報課長　板垣　昭彦

721

選挙
管理
委員
会事
務局

選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

・常時啓発として実施する明
るい選挙啓発ポスターコン
クールの応募校数は目標を達
成した。
・応募作品数も前年比増の、
861作品の応募があった。
・新型コロナウイルス感染症
の5類移行に伴い、明るい選挙
推進協議会と連携した、とこ
ろざわまつりにおける選挙啓
発の取り組みも再開した。
・選挙時に発行する「選挙の
お知らせ」では、選挙違反と
罰則についての周知を行い、
明るく正しい選挙の推進に努
めた。

R5年度に改善した点
16 平和と公正をすべて

の人に
優先 自治事務 407千円

①18歳バースデーカード送
付数
②啓発ポスター作品応募校
数
③学校向け選挙機材貸出件
数
④出前講座実施回数

〇令和４年度まで
啓発活動を行った月数
〇令和５年度以降
小中高生を対象とした啓発活動参加校数
（出前講座の開催、投票箱等の貸出及びポス
ターコンクールの応募校の合計）

0人

R6目標

S31

公職選挙法 514千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民が選挙制度を正しく理解して政治や選挙に関心を持
ち、自らが進んで投票に参加して選挙が適正に行われるよ
う、市と所沢市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発活
動に取り組んでいる。
常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコンクールを開
催している。選挙時啓発としては、選挙のお知らせの全戸
配布により選挙の周知や寄附行為禁止等のルールの周知、
ポスターやガラスシートの掲示、広報車や防災無線による
放送を行っている。
また、若年層への啓発として、満18歳になった市民への
バースデーカードの送付、成人のつどいにおいて啓発物資
を配布するなどの事業を実施している。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,742通

②21校

③10件

④2件

R5目標 R5実績 〇主権者教育
小中高生に、選挙に関するポスターを作成してもらうこ
とは、主権者教育としても効果的であるが、新型コロナ
ウイルス感染症が発生した令和2年以前の水準に戻ってい
ないため、市内の小中高とのさらなる連携を進めてい
く。
〇政治家の寄附禁止の啓発
公職選挙法では、政治家の選挙区内の有権者の寄附は原
則禁止されており、「政治家は贈らない・有権者は求め
ない・政治家から受け取らない」ことが重要であること
を、様々な機会を通じて周知していく必要がある。

R5その他職員従
事割合

32校 33校
市民の最も身近な政治参加
の機会である選挙が公平・
公正に行われるよう、有権
者に対して啓発を行った。

会年職
員等

35校

722
経営
企画
部

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

令和5年度は参加型の啓発を積極的に行い、若い世
代に選挙に関心を持ってもらうため、出前講座や
模擬投票の実施を行うとともに、ポスターコン
クールへの応募校を募った。
令和6年度は、より一層の啓発を図るため参加校数
の増加を目指す。

・知事選挙及び市長選挙では参加型の
選挙啓発として、防災無線を利用した
高校生による投票の呼びかけを実施し
た。
・18歳の方へ送付するバースデーカー
ドでは、若年層の投票立会人の募集を
行っているが、電子申請での応募も可
能とした。

明るい選挙啓発事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

引き続き、分かりやすく、訴求性のあ
る広報紙作成に努め、必要な情報が得
られるという実感につなげていく。

R5その他職員従
事割合

69.0% 56.6%

広報紙の読者感想での評価は
おおむね良好だが、市民意識
調査「市の情報発信に対する
満足度」評価は目標値を下
回ったため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S27

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 32,606千円

①広報紙発行部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アク
セス件数

市民意識調査「市の情報発信に対する満足
度」
市の広報媒体から必要な情報が得られている
と「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情報
を得る主要な手段である広報紙への満足度を測る
一定の指標ととらえ、前年度実績からの増加を目
指す。

毎月の広報紙発行を通じて、関心の高
い情報や社会情勢に応じた市政情報を
選定し、分かりやすい情報発信に努め
た。

広報紙発行事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 5 ジェンダー平等を実現

しよう
- 38,893千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等に分
かりやすくお知らせするため、毎月１回１日に
広報紙を発行している。特集や連載コーナーな
ども企画し、積極的に読者に役立つ情報の発信
に努めている。配布は、委託により市内全世
帯・事業所に戸別配布している。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

会年職
員等

0人

実績 68.0% 59.2%

「市の情報発信に対する満足度」は、女性よ
りも男性かつ、高齢者よりも若年者のほうが
低くなっている。ライフステージとして就学
や就労が生活の中心となり、市政への関心を
持ちづらい状況と推測する。必要な情報を得
ている実感が薄いと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,112,370部

②2,063,387部

③11,755件

R5目標

広報紙の全戸配布により、
市の情報を広く発信するこ
とで貢献した。また、分か
りやすさや的確な表現を模
索することで、平等や公正
の実現に向けて取り組ん
だ。70.0%

722
経営
企画
部

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

コンテンツの評価の数値は、
令和4年度と比べて下がったも
のの、目標値を超え、高い数
値を維持しているため。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
重要 自治事務 7,713千円

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

ホームページのコンテンツ評価機能におい
て、ページ内容が「役に立った」「みつけや
すかった」と答えた人の割合

0人

R6目標

H8

11 住み続けられるまち
づくりを

- 6,890千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

行政サービスの向上を目的として、ホームペー
ジを積極的に活用し、本市の情報や魅力を市内
外に発信する。担当課が直接コンテンツを作
成・更新できるシステムを使って、事務の迅速
化・効率化を図っている。

会年職
員等

0人

実績 75.0% 79.4%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①31,187,591件

②10,316件

R5目標 R5実績 トップページの「注目情報」、「ブラ
ンディング」、「新着情報」を活用す
るとともに、コンテンツの整理を行
い、目的のコンテンツにたどり着きや
すいよう工夫をしていく。
また、今後もコンテンツ作成ルールの
徹底を図り、分かりやすいコンテンツ
となるよう取り組んでいく。

R5その他職員従
事割合

75.0% 78.5% 住んでいる市の情報を広く
発信することで貢献した。
また、運用に当たっては、
すべての人に等しく情報が
伝わるよう、アクセシビリ
ティに配慮している。

会年職
員等

75.0%

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その情
報が満足するものであるかが重要であるため、シ
ステムの評価機能により現状を把握するものであ
る。

ホームページ内のマルチリンク機能
（ある一つのコンテンツに対して市
ホームページ内の複数の場所からアク
セスできるようにする機能）につい
て、活用方法を周知した。
また、色覚に異常があっても分かりや
すいものとなるよう、カラーユニバー
サルデザインについて職員へ周知を行
なった。

ホームページ運用
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

702千円

R5予算現額

702千円

R4正規職員人件
費

0.67 人

5,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.41 人 評価者

～ 3,313千円 広報課長　板垣　昭彦

R4予算現額

R5予算現額

2,077千円

R4正規職員人件
費

どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円 広報課長　板垣　昭彦

R4予算現額

74千円

R5予算現額

45千円

R4正規職員人件
費

0.56 人

4,481千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円 市民相談課長　守谷　秀明

722
経営
企画
部

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

LINEで配信文書を確認するには、配信
する文章が長文であるため、詳細は市
ホームページへ誘導するなど、送信文
を簡潔にし、受信者が読みやすいよう
に工夫していく。

R5その他職員従
事割合

31,000人 30,209人

ほっとメールとLINEでの受信
設定者数を合計すると、
37,184人と成果指標の目標値
は超えており、多くの方に情
報を届けることができている
ため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H20

１１．住み続けられるま
ちづくりを

重要 自治事務 702千円

①配信件数

利用登録者数（登録メールアドレス件数）
過去の登録者数の増加実績を踏まえ、年間2,000人
の増加を目指すものである。 LINEでも情報を受け取ることができる

ように、システムの改修を行った。

メール配信事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 702千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、
利用登録者に対して市政情報（21カテゴリ）を
配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信して
いる。
・市ホームページからも配信内容を見ることが
できる。

会年職
員等

0人

実績 29,000人 31,404人

LINEでも同じ情報を受け取れるようシステム
の改修を行った為、メールではなく、LINEで
の受信を希望する方がいることが原因と考え
ている。
ほっとメールとLINEでの受信設定者数を合計
すると、37,184人となり、成果指標の目標値
は超えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,971件

R5目標

住んでいる市の情報を速や
かに発信することで貢献し
た。

33,000人

722
経営
企画
部

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

令和5年度に市公式YouTubeへ
新規で公開された動画につい
ては、手話又は字幕が表示さ
れるようにしている。引き続
き、手話や字幕に充実に努め
ていく。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
優先 自治事務

①字幕挿入本数

②手話挿入本数

令和5年度以降に作成した手話又は字幕の挿入
割合

1人

R6目標

R5

障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法
律、所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づくり条例 1,963千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、市が公式動画として一般に広く公開
する動画に対し、手話表示や字幕表示を設定す
る作業を行い、聴覚に障害のある人も含め、誰
もが同一内容の情報を同一時点で取得できるよ
うにするもの。

会年職
員等

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①11本

②4本

R5目標 R5実績

手話については、本事業に協力可能な
手話通訳士が少なく、手話を挿入でき
る動画の時間や本数に制限がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
市の公式動画において、こ
れまで聴覚障害があること
により、情報を得られな
かった方が、情報を得られ
るようになった。

会年職
員等

100.0%

722
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

聴覚に障害のある方も、動画で発信される情報を
取得できることを目的としていることから、音声
以外の手話や字幕による表示が挿入されている動
画の割合を指標とする。 R5年度新規事業

公式動画 手話・字
幕充実事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

公開されなかった会議のうち、7条2号
（個人情報）を理由とした会議につい
ては、個人情報の匿名化（氏名の削
除、住所の番地以下非表示、生年月日
の生年のみ表示等）を研修などで会議
の事務局職員に説明することなどによ
り、公開された会議の増加を促してい
く。

R5その他職員従
事割合

85.0% 80.0%

公開された会議の割合につい
て、目標値には到達していな
いものの、目標値に近い水準
で推移していることから、会
議を「原則公開」として市政
運営や施策形成における透明
性を高めるという目的は推進
できている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H13

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 52千円 ①開催された会議の件数

②公開されなかった会議の
うち7条2号（個人情報）を
理由とした会議の件数

③公開された会議（一部非
公開を含む）の件数

公開された会議の割合（公開された会議の件
数／(開催された会議の件数-公開されなかっ
た会議のうち個人情報を理由とした会議の件
数）×100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運営
や施策形成における透明性が高まると考える。
公開された会議の割合が80％前後で推移している
ことから、それを上回る85％を目標とした。

毎月開催している会議については、月
末に担当部課に連絡し、会議開催のお
知らせ等を速やかに提出するように促
した。

会議の公開制度推
進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関する指針、
所沢市会議録作成要領 35千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市政において重要な役割を果たしている各種の
審議会等の会議を原則として公開することによ
り、市政運営や施策形成における透明性を高め
ることを目的とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを
公表し、会議開催後は、会議開催結果、配布資
料、会議録を市政情報センターに配架し、閲覧
に供している。（会議録は市ホームページで公
開している。）

会年職
員等

0.1人

実績 85.0% 83.0%

情報公開条例7条2号（個人情報）の審議・審
査を理由に公開されなかった会議の件数が多
かったため、目標値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①646件

②497件

③119件

R5目標

市政運営や施策形成におけ
る透明性を高め、市民参加
を促した。

85.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

697千円

R5予算現額

686千円

R4正規職員人件
費

0.67 人

5,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.66 人 評価者

～ 5,333千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

1,604千円

R5予算現額

846千円

R4正規職員人件
費

0.77 人

6,162千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.72 人 評価者

～ 5,818千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

115千円

R5予算現額

119千円

R4正規職員人件
費

1.13 人

9,042千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円 市民相談課長　守谷　秀明

722
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

令和4年度に比べ実績値が減少
した要因には、ところざわい
きものカードの頒布数（令和4
年度103部の売上、令和5年度
39部の売上）、行政資料貸出
数（令和4年度12件の貸出、令
和5年度10件の貸出）が挙げら
れる。
また、都市計画図等について
は、当該図面の一部区域だけ
が必要である場合に、コピー
対応できるようコピー機の近
くに図面を配架する等して、
市民が迅速かつ容易に、また
安価に必要な情報を得られる
ようにしており、事業の目的
は推進できている。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 545千円

①有償頒布数

②都市計画図等の図面の有
償頒布数

③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒
布数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政
資料貸出数）

0人

R6目標

H7

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢市市政情
報センター複写実費徴収金等取扱要綱 623千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を
迅速かつ容易に得られるようにすることを目的
とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資
料を市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、
有償頒布するほか、提供された情報について一
覧表を作成し、窓口や市ホームページで公表し
ている。

会年職
員等

0.1人

実績 450件 487件

目標数は、過去５年の平均数を上回るよう設
定しているが、令和５年度は有償頒布数が例
年を下回ったため、目標値には未達成となっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①367件

②60件

③10件

R5目標 R5実績

市民が市政に関する情報や必要とする
情報を迅速かつ容易に得られるよう
に、市政情報センターでの頒布、配
架、配布の方法について工夫してい
く。

R5その他職員従
事割合

485件 317件

市政情報を提供し、市民参
加を促した。会年職

員等
420件

722
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

市の保有情報を積極的に提供することが当該事業
の目的となっているため「行政資料利用数」を指
標とする。ただし、コピー利用を推進している図
面有償頒布数は除く。令和6年度の目標数は過去5
年平均数（約420件）を踏まえ、420件とした。

行政資料を開架している書棚に、「開
架している資料は、貸出もできま
す！」などとする案内表示を設け、行
政資料の貸出を促した。

市政情報センター
運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

情報公開制度を適正に運営するため、
情報公開制度についての市民への案
内、職員の啓発に取り組む必要があ
る。
また、事案によっては、審査会開催回
数を通例3回から2回に減らすなど、迅
速な手続きを行うように努める。

R5その他職員従
事割合

0.0% 1.4%

情報公開請求が年間150～180
件前後で推移しているなか、
令和5年度においては不服申立
が2件あった。このため、成果
指標での目標値には達しな
かったものの、不服申立から
審査に至る手続については、
適正な対応ができていると考
える。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S63

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 1,158千円

①請求件数（請求数＋申出
数）

②対象公文書数

③公開文書数

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まな
い）×100

情報公開請求に対して適正な対応や決定等におけ
る丁寧な説明を行うことで、不服申立てが生じる
可能性は低くなると考えられることから、指標と
した。

職員研修、公文書公開請求決定時等に
おいて市民の求めに応じた情報公開請
求・情報提供を案内・推奨する、公開
請求受付の際に、市民の求めに応じて
所管課へ個人情報開示請求への切替え
を勧める等、情報公開制度・個人情報
保護制度について職員への意識づけを
図った。

情報公開制度推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規則、所沢
市情報公開の総合的推進に関する要綱 634千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民
主的に市政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公
文書公開請求に基づき市の保有する公文書を公
開する。
また、公文書の公開のほか、市政に関する正確
で分かりやすい情報を市民が迅速かつ容易に得
られるよう、情報公開の総合的な推進及び積極
的な情報の提供に努める。

会年職
員等

0.4人

実績 0.0% 0.6%

公文書を部分公開決定した事案について不服
申立てが2件あったため目標値には未達成と
なった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①142件

②912件

③411件

R5目標

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政の
推進に寄与した。

0.0%

723
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成には届かなかった
が、一件一件を丁寧に対応す
ることができた。なお、当指
標は最も回答までに時間を要
する市長回答としての指標で
あり、迅速に対応できる所管
部局対応では、より早い日数
での回答ができている。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 84千円

①市長への手紙としての受
理件数

②陳情書としての受理件数

市長回答に要する日数（回答にかかった総日
数÷件数）

0人

R6目標

S43

所沢市市政提案箱実施要領 86千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的
確に対応するとともに市政運営に活かしていく
ことを目的とする。
専用封書等の郵便、FAX、電話、窓口での申出、
電子メール等様々な方法で寄せられる市長への
手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案を
受け対応する。

会年職
員等

0人

実績 14日 15.1日

市長への手紙の件数の増加、及びその内容の
複雑化により1件にかかる時間が増加した結
果、平均日数が目標日数を上回り、目標日数
での回答には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①888

②15

R5目標 R5実績 陳情書の中には例年ほぼ同内容で提出
されるものもあるため、回答作成依頼
をする際の締切までの期間について
は、内容に応じた日数となるよう努め
る。また、依頼した先で回答作成課の
変更に係る調整をしてもらうことが極
力ないよう事前に下調べを行った上で
依頼できるよう努める。

R5その他職員従
事割合

14日 28.8日
市民一人ひとりの生活環境
の改善に係る要望から、市
政に係る意見等まで、実現
できるよう努めた。

会年職
員等

14日

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に
対応するために、市長回答に要する日数を指標と
する。

市長に渡す受理報告書を再開させたこ
とにより、対応区分の振り分けを円滑
に行えるようになった。

個別広聴事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

17千円

R5予算現額

17千円

R4正規職員人件
費

0.29 人

2,321千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.64 人 評価者

～ 5,172千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

7,216千円

R5予算現額

7,194千円

R4正規職員人件
費

1.90 人

15,204千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.90 人 評価者

～ 15,354千円 職員課長　清水　康雄

R4予算現額

1,680千円

R5予算現額

1,680千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.24 人 評価者

～ 1,939千円 職員課長　清水　康雄

723
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

コロナ以前の形式に移行しつつも、引
き続き団体の意見や要望をないがしろ
にすることのないよう意向を確認した
上で開催し、開かれたまちづくりの開
催に努める。

R5その他職員従
事割合

7回 6回

市長が交代した影響で事務作
業が増加したため目標の開催
回数には届かなかったが、懇
談項目や出席人数を絞り、開
催時期を調整するなどの工夫
をすることにより、目標回数
に近づけることができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S48

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 14千円

①開催回数

市政懇談会の開催回数
市政懇談会の開催に当たり、議会開会月を除くな
どの調整をした上で可能な限り開催することを目
標設定の考え方としている。

市政懇談会後の会議録作成の際に、Ａ
Ｉ音声テキスト化サービスを利用する
ことにより、業務の時間短縮をするこ
とができた。

市政懇談会開催事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

所沢市市政懇談会実施要領 16千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進することを目
的とする。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に
関する意見、提案、要望等について意見交換を
行う。

会年職
員等

0人

実績 7回 8回

市長が交代したことに伴う市長への手紙の件
数の増加や、市長タウンミーティングの開催
等の事務作業が増えた影響により、次年度へ
繰り越しになったものがあり、目標に達しな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6回

R5目標

社会保障関連団体、労働者
団体などから意見や要望を
聴き、市政に反映されうよ
う努めた。

7回

731
総務
部

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

コロナ禍をきっかけに始めた
動画研修が定着したことで、
マイセルフ研修行政実務コー
スについては、自身の都合に
あわせて受講しやすい環境が
整ってきた。
しかしながら、マイセルフ研
修必修コースのディベート研
修、政策形成Ⅰの2科目につい
ては受講希望者が定員を大幅
に超えている状況であり、実
施回数を増やすなど、受講を
希望する職員が希望するタイ
ミングで受講できるよう努め
る必要がある。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 5,821千円

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

職員の研修受講率

0人

R6目標

11 住み続けられるまち
づくりを

地方公務員法第39条 6,327千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、
組織にとって有用な人材を育成・支援すること
を目的に、「人材育成基本方針」、「職員研修
計画」に則り、職員研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣
研修ほか自己啓発支援など

会年職
員等

0人

実績 100％以上 90.0%

マイセルフ研修では、研修内容の都合上、受
講できる人数に限りがあり、受講を希望する
職員すべてが受講できないため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①267.5日

②1,987人

③96人

R5目標 R5実績 職員が、学びたい、学ばなければなら
ないと思ったときに効果的な研修を受
講できるよう、現代的な課題に対応し
た研修事業を企画実施する。
また、彩の国さいたま人づくり広域連
合、自治大学校、市町村アカデミーな
ど外部研修機関が実施する研修も積極
的に活用するため、必要な情報提供を
行う。

R5その他職員従
事割合

100％以上 97.2%
職員が、よりよいまちづく
りに貢献するという目的の
ために、意欲をもって働け
るよう、学習の機会を提供
した。

会年職
員等

100％以上

732
総務
部

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

研修受講率の向上により、成長する職員が増加
し、学習する組織風土の醸成にも繋がるものと考
えるため、研修の受講率を指標としている。

ＤＸ化推進に向けた取組のひとつとし
て、特別研修「ＤＸ推進のヒントを学
ぶ―業務改善のコツとムダの見つけ
方」を実施した。

職員研修事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

精神科医の相談枠については、所属や
職員課からの相談に利用する等工夫を
してきたが、引き続き職員への周知を
継続していく。

R5その他職員従
事割合

４８回 ４８回

R４年度に実施回数を増やした
が、精神保健福祉士の相談に
ついては、常に予約が取りづ
らい状況が続いている。相談
者のこころの健康の保持・増
進の一助となっている事業で
あり、今後も、職員への事業
の周知と、相談しやすい環境
の整備を継続していきたい。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H12

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 1,680千円

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数（月４回×１２か月）
職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回
数を指標としている。

R4年度に実施回数を月3回から月4回に
増やしたが、精神保健福祉士の相談は
予約が埋まりやすいため、継続相談者
については、2か月に1回の相談にして
もらったり、相談者に少しずつ時間を
譲り合ってもらって相談枠を増やす等
して、できるだけタイムリーに相談で
きるように心掛けた。

こころの健康相談
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市こころの健康相談設置要綱 1,680千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科
医1名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「ここ
ろの健康相談」を実施する（月４回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予
約の窓口となり、電話や専用のメール等で受付
をしている。

会年職
員等

0人

実績 ４８回 ４８回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①４８回

②１３９人

R5目標

精神的に不調を訴える職
員や休業明けの職員がス
ムーズに復帰できるよう
事業の活用を促し、職員
の健康的な生活に寄与し
た。４８回



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

761千円

R5予算現額

770千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.47 人 評価者

～ 3,798千円 職員課長　清水　康雄

R4予算現額

140千円

R5予算現額

140千円

R4正規職員人件
費

0.53 人

4,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.19 人 評価者

～ 1,535千円 経営企画課長　並木　茂幸

R4予算現額

0千円

R5予算現額

1,675千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.35 人 評価者

～ 10,909千円 経営企画課長　並木　茂幸

732
総務
部

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

受検率の向上は、職場環境を
正しく把握するためにも必要
である。受検しやすい環境を
作り、改めてストレスチェッ
クの目的や受検することのメ
リットを伝える等して、受検
率向上に努める必要がある。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 533千円

①受検率

②高ストレス者の割合

受検率
（受検者数／対象者数）

0人

R6目標

H28

8 働きがいも経済成長も

労働安全衛生法 510千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフ
ケアに取り組むことや、働きやすい職場づくり
を進めることで、職員がメンタル不調となるこ
とを未然に防ぐ「一次予防」を目的とし、労働
安全衛生法の規定に基づく心理的な負担の程度
を把握するための検査（５７項目）と、その結
果に基づく面接指導を実施する。

会年職
員等

0人

実績 80.0% 76.0%
受検率低下の理由としては、
・受検率が50％を下回っている所属を見る
と、1人1台のパソコンがない所属や、基幹系
のパソコンを使用している所属があり、WEBに
したことで受検のハードルが上がったこと
・実施後のアンケートによれば、ストレス
チェックの目的を理解していない職員が多
かったこと
等が考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①63.3％

②11.6%

R5目標 R5実績

個人への通知をしなかったため、受検
意識が低かったことが考えられる。
今後は、全対象者に個人のＱＲコー
ド、アカウント及びパスワードを配布
し、受検しやすい環境を整える。

R5その他職員従
事割合

80.0% 63.3%

職員が、自らのストレスの
状況や職場におけるストレ
ス要因を把握できた。会年職

員等
80.0%

741
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

ストレスチェックを受検し、その結果を見る
ことで、自身の状態を把握することができ、
セルフケアにつなげることができることか
ら、受検率を指標としている。

パソコンやスマートフォンでの受検で
きるよう、ＷＥＢ方式にて実施した。

職員ストレス
チェック事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

事務事業評価において、「改善した
点」がない事業が存在することが課題
である。各所属において、主体的に事
業の改善・見直しが図られるよう、評
価実施の趣旨を具体的に説明する等の
工夫を継続して行う。

R5その他職員従
事割合

100.0% 91.2%

9割以上で事業の改善が図られ
ている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H25

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 0千円
①事務事業評価実施数

②組織目標における目標達
成に向けた重点事業項目数

③公共事業評価委員会の実
施回数

事務事業評価において、全事業の中で当該年
度中に「改善した点」があった事業の割合

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、どの事業においても何らかの
改善を行うよう促す。

全庁へ事務事業評価の作成を依頼する
際に、評価表の各項目が事業の「イン
プット」「アウトプット」「アウトカ
ム」のどの部分にあたるのかを具体例
を用いて示した資料を添付すること
で、効果的に本評価（PDCAサイクルのC
にあたるフェーズ）を行えるよう改善
した。

所沢市マネジメン
トシステム推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市自治基本条例 69千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証など
の市政運営を所沢市マネジメントシステムの仕
組みに沿って進めていくことで、より合理的か
つ効果的に市政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画
の策定を行ったうえで、事務事業評価などによ
り評価検証し、当該事業のさらなる改善につな
げていく。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 92.9%

事業内容によっては、国の制度に従って実施
しているなど、改善の余地が少ないものもあ
るが、事業実施において改善が行われるよ
う、TMSや事業実施におけるPDCAサイクルの
周知を図っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①505事業

②71項目

③2回

R5目標

評価を行うことで、事業に
対する職員の意識改革を
進めた。

100.0%

741
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

着実に計画策定を進めること
ができているため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 0千円

①市民検討会議の開催

②審議会への諮問

③策定委員会の開催

④計画書素案作成

計画策定の進捗状況

1人

R6目標

R5

所沢市自治基本条例、所沢市総合計画審議会条例 1,441千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

現行の第6次所沢市総合計画・前期基本計画の計
画期間が令和6年度をもって終了することから、
令和7年度から令和10年度までの4年間を計画期
間とする後期基本計画を新たに策定するもので
ある。

会年職
員等

0人

実績 ‐ ‐

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①４回

②令和５年７月１４日開催
の審議会において諮問

③４回

④完成

R5目標 R5実績

計画素案に対するパブリックコメント
手続の実施、計画素案に関する市民説
明会の実施、計画冊子の作成等、昨年
度から引き続き、計画策定に向けて着
実に業務を進めていく必要がある。

R5その他職員従
事割合

計画素案の作成 計画素案の完成
第6次所沢市総合計画後期
基本計画の策定を通じて、
効果的かつ合理的な市政運
営を実現できる。

会年職
員等

計画の策定

本事業の目標が「計画策定」であることから、計
画策定の進捗状況について目標設定し、着実に計
画策定を進めていくものである。

令和5年度新規事業であるため、前年か
らの変更点を挙げることはできない
が、より効果的に市民の意見を聴取で
きるよう、「絆」ミーティングを開催
するとともに、「絆」ミーティングに
おけるグループワークについて詳細な
検討を行った。

第６次所沢市総合
計画・後期基本計
画策定事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

R6



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

693千円

R5予算現額

756千円

R4正規職員人件
費

1.20 人

9,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.29 人 評価者

～ 10,424千円 こども政策課長　田中　綾子

R4予算現額

0千円

R5予算現額

7,370千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.48 人 評価者

～ 3,879千円 こども政策課長　田中　綾子

R4予算現額

762千円

R5予算現額

762千円

R4正規職員人件
費

0.87 人

6,962千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.28 人 評価者

～ 10,344千円 保健医療課長　河西　秀樹

741
こど
も未
来部

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績 計画の進捗管理には、多様な視点に
よる点検・評価が必要である。会議に
おいて事業の進捗状況の報告等を行
い、各委員からの意見等を参考にしな
がら、国や他自治体の動向にも注視
し、計画の推進を図っていくととも
に、次期計画策定に向けての検討を
進めていく。

R5その他職員従
事割合

18事業 18事業

各事業の進捗状況の自己評価
を子ども・子育て会議で報告
し、承認をいただいた。計画
書に掲げる事業については、
順調に進んでいる。
なお、天候不良により、第3回
会議が中止となったが、代わ
りに任意の意見聴取を実施し
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 586千円

①子ども･子育て会議開催回
数

②出席委員数（延べ）

順調に進んでいる事業等の件数

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域
子ども・子育て支援事業、計18事業）について、
事業が順調に進んでいるかどうかを把握するも
の。

子ども・子育て会議での委員からの意
見を踏まえ、事業計画の見直しを行っ
た。また、次期計画（所沢市こども計
画）策定に向けてのアンケート調査項
目についての意見など、有用な意見を
聴取することができた。

所沢市子ども・子
育て支援事業計画
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 3 すべての人に健康と福

祉を
子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条例 536千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過
ごせる環境整備を目指すため、所沢市子ども・
子育て支援事業計画を策定し、定期的に計画の
点検・見直しを行うなど、社会情勢の動向に合
わせて施策等の着実な実施を図ることを目的と
する。計画の策定・点検・見直しの際は、所沢
市子ども・子育て会議委員の意見を参考にする
等、多様な意見を反映するよう努める。

会年職
員等

0人

実績 18事業 18事業

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2回

②28人

R5目標

進捗管理において、適切な
情報開示や丁寧な説明を
行ったことにより、「16.6
有効で説明責任のある透明
性の高い公共機関の発展」
に貢献した。18事業

741
こど
も未
来部

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

「所沢市こども計画」の策定
に向けて、子ども・子育て支
援に関するアンケート調査を
行い、前回アンケート調査の
回答率を上回り、多くの方か
ら回答を得ることができた。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

優先 自治事務 0千円

①アンケート配布数

②アンケート回答数

アンケート回答率
（アンケート回答数÷アンケート配布数）

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

こども基本法、所沢市子ども・子育て会議条例 6,930千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
16 平和と公正をすべて

の人に

令和2年度からの5年間を計画期間とする現行の
「第2期所沢市子ども・子育て支援事業計画」
は、令和6年度に計画最終年度を迎えることか
ら、新たに令和７年度から令和11年度までの5年
間を計画期間とする「所沢市こども計画」を策
定する。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4,573件

②2,756件

R5目標 R5実績

アンケート調査の結果を踏まえ、庁内
検討委員会、子ども・子育て会議に諮
り各委員の意見を聴き取りながら、
「所沢市こども計画」の策定を進めて
いく。

R5その他職員従
事割合

56.2% 60.3% 「所沢市こども計画」は、
子どもの貧困対策や子ど
も・若者育成支援の推進に
関する法等を包含して策定
し、各種施策を進めていく
ことで、貧困解消や健康福
祉の推進等に貢献する。

会年職
員等

ー

741
健康
推進
部

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R5実績

現行の「第2期所沢市子ども・子育て支援事業計
画」策定に向けて、平成30年度に実施したアン
ケート調査の回答率を目標としている。 R5年度新規事業

所沢市こども計画
策定事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り中止した取組については、代替行事
や規模を縮小しての開催など、再開が
できるような工夫を行い、「未評価」
の実績を減らしていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 審議中

本計画は、「計画庁内推進会
議」及び「計画推進委員会」
において意見を伺いながら適
正な進行管理を行っている。
当該年度の実績は翌年度に評
価を行い、確定するものであ
るため、令和５年度実績は現
在審議中である。このため、
実績の確定した令和４年度実
績の達成率により、総合評価
を「B」とした。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H28

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 389千円

①計画推進委員会開催数

②計画庁内推進会議開催数

③目標指標達成度

計画の各章項目に設定した目標指標達成度に
ついて、以下の要件を満たす実績の割合
・定量的な指標：Ｓ、Ａ（＝達成率８０％以
上）
・定性的な指標：◎、〇（＝改善、継続等）

本計画における、保健・医療・介護・福祉分野の
充実を図るために適した目標を設定し、計画を効
果的、効率的に推進する。

本計画の評価にあたっては、年度末に
「計画取組状況評価シート」を作成
し、公表している。この評価シートに
よる取組実績について、新しく実施し
た取組や新型コロナウイルスの影響で
中止にしていた事業の再開等を記載す
ることとし、市民にも分かりやすくな
るよう見直しを図った。

所沢市保健医療計
画推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

埼玉県地域保健医療計画 471千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本計画は、第６次総合計画前期基本計画の課題
である「元気でいきいき「健幸（けんこう）長
寿のまち」の実現に基づき、市民一人ひとり
が、それぞれのおかれている状態の中で、心身
の健康を実感しながら、地域の中で安心してい
きいきと暮らせるまちを目指している。そのた
め、本計画では、市や関係機関などが実施して
いる保健・医療分野等の取り組みを整理・評価
することで、保健医療施策が効果的、効率的に
推進できるよう努めるものである。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 84.2%

当該年度の実績は翌年度に評価を行い確定す
るものであり、令和５年度実績は現在審議中
である。
実績の確定した令和４年度については、全評
価項目（38）のうち、新型コロナウイルス感
染症拡大予防のため事業等を中止にしたこと
により、「未評価」（－）となった項目が3箇
所あったため、未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①３回

②３日（全て書面会議）

③令和５年度は審議中
（Ｒ４年度：８４．２％）

R5目標

当市の保健・医療に関する
施策を一体的に推進する保
健医療計画を策定・推進す
ることにより、市民の健康
づくりに貢献した。

100.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

R5予算現額

6,040千円

R4正規職員人件
費

どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.35 人 評価者

～ 10,909千円 都市計画課長　増子　雄一

R4予算現額

ー

R5予算現額

2,801千円

R4正規職員人件
費

ー

ー どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.67 人 評価者

～ 5,414千円 経営課長　草彅　秀夫

R4予算現額

-

R5予算現額

4,006千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.95 人 評価者

～ 7,677千円 文化財保護課長　稲田里織

741

街づ
くり
計画
部

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

景観審議会において、意見聴
取等を行い、景観形成基準の
素案を作成することができ
た。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務

①景観審議会の開催

②景観形成基準素案の作成

所沢市ひと・まち・みどりの景観計画の策定

R6目標

R5

景観法、所沢市ひと・まち・みどりの景観計画、所沢市ひ
と・まち・みどりの条例 4,650千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

計画の策定から１０年以上が経過し、社会情勢
の変化や上位計画である所沢市都市計画マス
タープラン等の改定を踏まえ、より一層魅力あ
る所沢らしい景観の形成を、市民・事業者・市
の協働よって進めることを目的とし、景観計画
（改定版）を策定している。
本計画の改定にあたり、現地調査を実施したう
えで本計画における景観形成基準を見直し、決
め細やかな景観誘導を図るとともに、市民が誇
りと愛着を持つ本市の景観を積極的に保全して
いくことを目指す。

会年職
員等

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①２回

②完了

R5目標 R5実績

景観審議会において、議論・調整を行
い、また市民や事業者の意見を確認し
たうえで、本市にふさわしい景観計画
の策定に向けて引き続き取り組む。

R5その他職員従
事割合

景観計画の景観形成
基準素案の作成

景観計画の景観形成
基準素案の作成

市民が住み続けたいと思え
る街並み形成や居心地の良
さに寄与した会年職

員等
景観計画の策定

741
上下
水道
局

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

所沢市ひと・まち・みどりの景観計画の策定に向
け、土地使用推進エリアを含め産業系土地利用で
の新たな景観誘導に繋がる基準や、現行基準（色
彩）の更新を検討し、景観形成基準の素案を作成
する。

色彩に係る現地調査を行い、ゾーンの
課題及び特徴を抽出した。

景観計画改定事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

令和５年度の決算を反映させるととも
に、下水道事業が取り組むべき事業を
精査し、投資財政計画を策定する必要
がある。

R5その他職員従
事割合

投資財政計画案の策
定

投資財政計画案の策
定

R6

目標を達成した。
経営計画の中心となる投資財
政計画案を策定したことによ
り、今後の下水道事業の経営
の見通しを立てることができ
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 R6

16 平和と公正をすべて
の人に

最優先 自治事務 ー

①第２次所沢市下水道事業
経営計画策定支援業務委託
契約を締結し投資財政計画
案を策定

②審議会の開催回数

第２次所沢市下水道事業経営計画の策定

令和６年度をもって、下水道事業経営計画の計画
期間が終了することから、令和７年度から令和１
６年度までを計画期間とする次期計画の策定を目
標とした。

現計画の投資財政計画は、職員のみで
作成したが、専門的な知識も要するこ
とから、外部業者に委託し、助言を受
けながら作成し、精度を上げることが
できた。

第２次所沢市下水
道事業経営計画策
定事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

地方公営企業法、地方公共団体の財政の健全化に関する法
律、公営企業の経営に当たっての留意事項について 2,625千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

国（総務省）は、下水道事業を営む全ての地方
公営企業に対して、中長期的な経営の基本計画
である「経営戦略」（本市における「経営計
画」に相当）の策定並びに3年から5年以内の見
直し及び改定を要請している。
　本事業は、令和6年度に計画の期限を迎える所
沢市下水道事業経営計画について、国の技術的
な助言に基づき、令和7年度から令和16年度まで
の10年間を新たな計画期間として、第2次所沢市
下水道事業経営計画の策定を行うものである。

会年職
員等

ー

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①計画案の策定完了

②１回

R5目標

下水道事業の経営状況や取
組を見える化した。

経営計画策定

741
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

協議会の開催、所有者及び市
民アンケートの実施、既往文
化財調査の整理など、令和5年
度に実施予定の作業は予定通
り実施し、目標値も達成して
いる。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
優先 自治事務 -

①協議会の開催回数

②所有者等アンケート回答
数

③市民アンケート回答数

協議会の開催回数

1人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

文化財保護法 2,103千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

行政・市民・団体など地域総がかりで所沢市の
歴史文化を後世に継承していくため、本市にお
ける文化財の保存と活用に関する総合的な計画
となる「所沢市文化財保存活用地域計画」を作
成する。

会年職
員等

0人

実績 － －

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1回

②46件

③2,282件

R5目標 R5実績

令和8年7月目途の文化庁認定に向け
て、適宜、県や文化庁の支援を受けて
進めていく。

R5その他職員従
事割合

1回 1回
文化財を総合的に保存活用
するための計画作成によ
り、長期的な視点のもとで
文化財の保存継承を図る。

会年職
員等

3回

実効性のある計画作成には協議会や市民からの意
見聴取が必要であるため、外部委員等により組織
した協議会の開催回数を指標とした。

所有者アンケートにより把握できた課
題について、「保存について相談した
い」などのすぐに対応できるものは対
応を行った。

所沢市文化財保存
活用地域計画作成
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

278千円

R5予算現額

809千円

R4正規職員人件
費

1.06 人

8,482千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円 経営企画課長　並木　茂幸

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.30 人 評価者

～ 2,424千円 経営企画課長　並木　茂幸

R4予算現額

731千円

R5予算現額

731千円

R4正規職員人件
費

0.45 人

3,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.45 人 評価者

～ 3,636千円 経営企画課長　並木　茂幸

国の支援措置を受けるた
めに管理を行い、効果的
な地域活性化に貢献し
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27 5

8 働きがいも経済成長も

- 自治事務 0千円 ①「所沢市総合戦略」の戦
略方針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重
点プロジェクトに関する事
業数

③有識者等への進捗管理報
告

4つの戦略方針に掲げる戦略指標を達成した数
（全６指標）

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評
価指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的
視点として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和７年度までに目標達成を目指す
ものである。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り中止となっていた空飛ぶ音楽祭を開
催したり、eスポーツを啓発したりする
など、まちの魅力をＵＰさせて関係人
口を創出した。

地方版総合戦略推
進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
まち・ひと・しごと創生法 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を
展開するうえで、「魅力」「元気」「安心」の
キーワードに基づき４つの戦略方針を定めると
ともに特に重点を置く４つの施策を「重点プロ
ジェクト」として設定し、優先的に実行する。
また、戦略に基づく取組を効果的に推進するた
め、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の達成
度や事業の進捗状況を確認し、効果検証を行い
ながら進行管理する。

会年職
員等

0人

実績 5 1

「30～40歳代の転出入均衡」以外の目標値に
実績が追いつかず、達成率が伸び悩んでいる
（６指標の達成率平均は80.6%）

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①183

②34

③2

R5目標 R5実績

令和３年度から７年度までの計画期間
において、進捗管理を進めていく。

743
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

重点プロジェクトについて
は、予定通り順調に進捗して
いる。指標については未達成
のものもあるが、各戦略方針
についても概ね順調に進んで
いることから、所沢市総合戦
略は順調に進んでいる。

R5年度に改善した点

R5その他職員従
事割合

5 1

743
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

アート事業など、これまで以上に地域
活性化を進めていく必要がある。

R5その他職員従
事割合

15,000 人 14,903 人

成果創出期の事業について
は、文化芸術・教育分野を中
心に（株）ＫＡＤＯＫＡＷＡ
との共同により概ね順調に進
んでいる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27

8 働きがいも経済成長も

優先 自治事務 201千円

①CJF実務担当者会議開催回
数

②成果創出期の進捗状況

JR東所沢駅の乗降客数（１日平均）
構想の推進エリアとなる東所沢に人の流れを増や
すという視点から、ＪＲ東所沢駅の１日平均の乗
降客数を指標とした。

「武蔵野回廊文化祭」「喫茶来
TOKOROZAWA TEA FES 2023」など、人を
呼び込む事業に深くかかわった。
また、「武蔵野回廊文化祭」は
「TOKOROZAWA DESIGN WALK」に参加し
て実施したり、アートキャラバンを所
沢航空記念公園で実施したりするな
ど、市域全体に人の流れを作ることに
貢献した。COOL　JAPAN

FOREST構想推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
- 361千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示し
た「みどり・文化・産業が調和したまち」の実
現を目指す。
成果創出期として、誰もが「住んでみたい」
「訪れてみたい」地域づくりを進める。

会年職
員等

0人

実績 15,000 人 14,281 人

目標値にはわずかに及ぼなかったが、長きに
わたり続いたコロナ禍から脱却し、徐々に人
の動きが戻ってきている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１回

②武蔵野回廊文化祭への出
展

R5目標

民間事業者である（株）Ｋ
ＡＤＯＫＡＷＡと共同でま
ちづくりを進めた。

15,000 人

743
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

引き続き、交流の活性化を目
指し、取組を進めていく。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
重要 自治事務 721千円

①相互利用対象施設

②活動専門部会数

市民相互交流者数
（圏域施設相互利用者数+交流事業参加）

0人

R6目標

S63

11 住み続けられるまち
づくりを

- 697千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市、飯能市、狭山市、入間市、日高市の５
市で組織する埼玉県西部地域まちづくり協議会
（ダイアプラン）について、構成市の連携・交
流を深め、広域的な行政課題への取組みを推進
する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互
利用や施設間のネットワーク化、交通網整備な
ど、圏域住民の利便性や交流を図る。また、イ
ベント等により構成５市の連携を促進する。

会年職
員等

0人

実績 550,000人 456,482人

目標値にはわずかに及ぼなかったが、長きに
わたり続いたコロナ禍から脱却し、公共施設
の利用制限等もなくなったことで、前年度よ
り市民相互交流者数が増加した、

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①87施設

②8部会

R5目標 R5実績

「第３次埼玉県地域まちづくり構想・
計画」に基づいて、圏域のさらなる活
性化に取り組む。

R5その他職員従
事割合

550,000人 545,578人
協議会として、将来を見据
えた計画を策定しており、
公共施設利用の公平性や圏
域の魅力向上に貢献した。

会年職
員等

550,000人

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図ること
が当該事業の目的となっていることから、圏域内
の交流者数を指標とする。

ダイア5市の魅力発信及び周遊促進並び
に狭山茶の振興を目的に、ダイア圏域
内の狭山茶に関するスポットや観光ス
ポットの情報を掲載したサイクリング
マップを作成した。作成にあたって
は、ルートナビが可能な電子版も作成
し、紙版の発行部数を削減した。

ダイアプラン推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

ー

R5予算現額

1,429千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.34 人 評価者

～ 2,748千円 経営企画課長　並木　茂幸

R4予算現額

0千円

R5予算現額

861,000千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.11 人 評価者

～ 8,970千円 経営企画課長　並木　茂幸

R4予算現額

0千円

R5予算現額

550千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円
危機管理担当参事兼危機管理
室長　森田　悟

743
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

これまでは主に子どもとその保護者を
対象にした体験イベントを実施してき
た。今後はより幅広い対象者にeスポー
ツを体験する機会を提供していく。

R5その他職員従
事割合

80.0% 85.7%

eスポーツ体験イベントの予約
は数日で満席となり、参加者
からの満足度も高かった。引
き続きeスポーツに関する取組
を進めていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

最優先 自治事務 ー

①eスポーツ体験イベント参
加者数

②eスポーツ関連行事開催数

eスポーツ体験イベント参加者が、アンケート
で再度参加希望と回答した割合

自治体がeスポーツを活用するにあたり、継続性が
重要であることから、継続して参加したいと考え
る参加者の割合を指標とする。

令和４年度に開催した小学生向けeス
ポーツ体験会の次のステップとして、
令和５年度は小学生とその保護者向けe
スポーツ親子大会を開催することで、
競技としてのeスポーツを楽しむ機会、
親子のコミュニケーションを深める機
会を提供した。

eスポーツ啓発推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 4 質の高い教育をみんな

に
- 1,380千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

近年、全国的に急速な広がりを見せているeス
ポーツについて周知啓発を行うとともに、市施
策への活用を図っていくものである。なお、事
業の推進においては、ところざわサクラタウン
を拠点とする埼玉県eスポーツ連合やeスポーツ
プロチームを有する㈱KADOKAWA等と連携を図っ
ていく。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①47組94名（満席・体調不
良等の欠席者を除く）

②４回

R5目標

eスポーツを通じて、自己
成長の機会を提供し、親子
のコミュニケーションを深
めた。

90.0%

2,000回

743
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

当課が外部からの打ち合わせ
依頼を積極的に受入れ、情報
交換を行ったことで、庁内各
課における公民連携の機会の
をより多く確保できた。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

最優先 自治事務 0千円

①企業版ふるさと納税の寄
附件数

②企業版ふるさと納税の寄
附金額

外部団体との延べ打ち合わせ回数

0人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを第2期所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市ま

ち・ひと・しごと創生推進計画 348,640千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

第2期所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略で
は、将来的に目指すまちの姿として「魅力にあ
ふれ、活力ある経済活動の中で安心して暮らせ
るまち」を掲げ、公民連携の重要性を謳ってい
る。こうした中、近年、社会的に企業のＣＳＲ
（社会貢献）活動が注目され、多くの民間事業
者が地域貢献に積極的に取組んでいる。
本事業は、こうした風潮を好機ととらえ、公共
で行う様々な事業に民間事業者からの支援をよ
り効果的かつ効率的につなぐことを目的とする
ものである。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①５件

②2,700,000円

R5目標 R5実績

庁内の課題と企業の提案のマッチング
率を高めていくため、「所沢市公民連
携プラットフォーム」の周知を強化す
る。

R5その他職員従
事割合

72回 99回

民間事業者と連携しながら
まちづくりを進めた。会年職

員等
108回

744
危機
管理
室

危機
管理
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

民間事業者や学校法人など、外部団体との対話の
場をできるだけ設けることで、企業版ふるさと納
税の受入れや事業連携に繋がることから、打ち合
わせ回数を指標とした。

リモート会議を推進することにより、
紙資料及び旅費の削減や、全庁的な会
議スペースの確保に貢献した。
市の広報媒体に限らず、民間企業の情
報発信力も活用した。

公民つながるプロ
ジェクト推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

出前講座や広報紙等の啓発活動を通
じ、デジタル媒体への関心を高め、閲
覧を促す。
また、防災対策のみならず、全庁的な
活用を目指す。

R5その他職員従
事割合

1,500回 2,137回

成果指標の目標値を達成して
いるため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

優先 自治事務 0千円

① アクセス数

② 掲載コンテンツ数

掲載しているコンテンツの総アクセス数 アクセス数の増加を図る。

令和５年度から開始し、５月に防災ガ
イド・避難所マップを、１０月に避難
所運営マニュアル及び各種ハザード
マップを掲載した。
また、職員の限定の閲覧用として、洪
水避難所運営マニュアル及び所沢市地
域防災計画を掲載した。

防災ガイド・避難
所マップデジタル
化事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

災害対策基本法 509千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市民の防災に関する理解を深め、防災意識の高
揚を図ることを目的として作成した防災ガイ
ド・避難所マップについて、印刷数の削減や多
言語化の要望に対応するため、スマホやイン
ターネットで閲覧できるようデジタル化する。

会年職
員等

0人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 2,137回

② ９コンテンツ

R5目標

災害に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

R5予算現額

2,794千円

R4正規職員人件
費

どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.35 人 評価者

～ 2,828千円 広報課長　板垣　昭彦

R4予算現額

6,159千円

R5予算現額

9,098千円

R4正規職員人件
費

0.25 人

2,001千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.60 人 評価者

～ 4,849千円
デジタル戦略課長　堤　健太
郎

R4予算現額

-

R5予算現額

4,278千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.90 人 評価者

～ 7,273千円
デジタル戦略課長　堤　健太
郎

住んでいる市の情報を速や
かに発信することで貢献し
た。会年職

員等
前年度比増加

744
経営
企画
部

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

約7,000人の方からLINEでの受
信設定登録があり、市の情報
を多くの方に届けることがで
きたため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務

①LINEでの受信設定者数

LINEでの受信設定者数

R6目標

R5

- 2,794千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

これまでほっとメールで発信していた市の情報を
より多くの方が受け取れることを目的にLINEとの
連携をしていることから、ほっとメールとLINEで
の受信設定者数とする。 R5年度新規事業

市民向けメール配
信システム改修事
業（LINE連携）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

本事業は、幅広い世代で利用されている所沢市
公式LINEアカウントを市政情報の発信に活用す
るため、市民向けメール配信システムを改修
し、LINEでも情報を受け取れるようにするもの
である。

会年職
員等

実績

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6,975人

R5目標 R5実績

配信する文章が長文である場合がある
為、詳細は市ホームページへ誘導する
など、送信文を簡潔にし、受信者が読
みやすいように工夫していく。

R5その他職員従
事割合

前年度比増加 6,975人

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

744
経営
企画
部

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

導入ツール・活用所属数を拡大してい
く。

R5その他職員従
事割合

15 11

成果指標が未達成ではあるも
のの、担当者によるサポート
や操作研修会の開催により、
R4年度を上回る業務時間の削
減効果があった。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R3

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

最優先 自治事務 5,222千円

①導入ツール

②活用所属数

③削減効果時間（算出可能
なもの）

AI等技術の活用所属数
（全所属で利用できるツールを除く）

AI等を積極的に活用できる所属・人材を増や
し、DX推進の基盤を作っていく必要があるた
め、活用所属数を指標とする。

RPAをフローティングライセンスに完全
移行し、各業務端末から自由に利用で
きる環境を整備した。

AI等技術推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 8,871千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

AI・RPA等の技術を活用し、事務効率を向上さ
せ、職員が「職員でなければ遂行できない業
務」に時間を振り向けることができるようにす
る。

会年職
員等

0人

実績 8 11

多くの業務システムが標準化のための入替を
予定しており、システム入替後からの利用を
検討する所属が多く、このタイミングでの活
用には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①AI-OCR、RPA、AI音声テ
キスト化

②35

③1775

R5目標

AI等を活用し、業務効率を
向上させた

15

744
経営
企画
部

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

ツール導入初年度ということ
もあり、研修や庁内周知（庁
内活用事例の共有による利用
促進等）を集中的に行った。
これにより、デジタルツール
に感度の高い職員が多くの各
課業務または全庁業務でアプ
リを作成し、業務プロセスの
再検討、業務効率化を行え
た。

R5年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
最優先 自治事務 -

①アカウント数

②運用アプリ数

運用アプリ数

0人

R6目標

R5

- 3,387千円

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

簡単に業務アプリを作成できる「クラウド型業
務改善プラットフォーム」を活用することで、
業務効率化を図る。

会年職
員等

0人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①148

②123

R5目標 R5実績

運用アプリ数の増加を目指す。

R5その他職員従
事割合

100 123

ツールを活用し、業務効率
を向上させた。会年職

員等
200

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

デジタルツールを使いこなし、DXを前提とした業
務のプロセスに変革する必要があるため、運用に
至ったアプリ数を指標とする。 R5年度新規事業

業務改善プラット
フォーム活用事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

-

R5予算現額

264千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円
デジタル戦略課長　堤　健太
郎

R4予算現額

-

R5予算現額

-

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円 財政課長　井上　大樹

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.49 人 評価者

～ 3,960千円 文書行政課長　吉田　美由紀

R5目標

ツールを活用し、業務効率
を向上させた。

50冊（28冊減）

744
経営
企画
部

デジ
タル
戦略
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

紙媒体等の地図の購入数を更に減らし
ていく。

R5その他職員従
事割合

60冊（18冊減） 54冊（24冊減）

令和4年度のトライアル時点か
ら各所属からの評価が高く、
導入当初より高頻度での利用
があった。
利用促進のために利用者の声
などを紹介するインフォメー
ションを行ったり、契約課を
通して紙の地図からWeb版への
切り替えを促したりした結
果、令和4年度と比較して紙の
地図の購入数が約3割減少し
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

優先 自治事務 -

①使用所属数

②使用時間

③紙媒体等の地図購入数

紙媒体等の地図購入数

ペーパーレスや費用削減の観点から、紙媒体等の
地図の購入数を減らしていく必要があるため、地
図の購入数がどれだけ減らせるか（令和4年度比）
を指標とする。 R5年度新規事業

Web版住宅地図活用
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 264千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

現在紙媒体で購入している住宅地図を、Web版に
切り替えることでペーパーレスにつなげるとと
もに、紙の地図の購入にかかっていた費用を削
減する。

会年職
員等

0人

実績 - 78冊

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①88（アカウント発行所属
は91）

②43,317時間

③54冊（R4実績比較で24冊
減）

ペーパーレス化の促進
会年職
員等 システム開発完了・

成果物納品

744
財務
部

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

プロポーザルにて、機能要件
や価格を点数化した上で選定
した事業者との契約を締結
し、要件定義等、システム開
発に着手することができたた
め

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 -

①仕様決定

②プロポーザル実施・契約
締結

③システム開発着手

仕様を満たすシステムの更新

-

R6目標

R5

- -

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

R5

　平成19年度から運用している財務会計システ
ムについて、システムのサポート終了に伴い、
更新を行うものである。本システムにより、予
算編成や執行、決算等の事務に当たり、一元的
なデータ管理や運用の効率化が可能となる。
　また、合わせて導入を予定している文書管理
システムとの一体的な運用により、伝票の電子
化による紙の削減及び伝票事務の効率化を図
る。

会年職
員等

-

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①業者選定委員会の承認を
経て決定した

②２者で実施し随意契約に
至った

③予定通り着手した

R5目標 R5実績

システムの運用開始に向け、システム
構築と合わせて運用整理や規定の整備
を行う

R5その他職員従
事割合

契約締結及びシステ
ム開発着手

契約を締結し、開発
に着手した

R5目標

今後稼働予定のため未定

開発完了（100％）

744
総務
部

文書
行政
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

目的を達成するための仕様を満たすシステム更新
を行う事業であるため

R5年度新規事業

財務会計システム
更新事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

文書の電子化に向けての初の当該シス
テム導入のため、職員の効率的な利用
を念頭にした開発となるよう留意す
る。

R5その他職員従
事割合

25.0% 25.0%

R6

当初の想定どおり、事業者選
定を完了し、開発に係る協議
を開始することができたた
め。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

最優先 自治事務 0千円

①システム開発工程の実施 システム開発進捗度合い
開発事業者の選定、設計、開発、テストの工程を
完了し、システム導入を完了させることを目指す
ことから、進捗度合いを指標として測る。 R5年度新規事業

文書管理システム
導入事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
- 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けるまちづく

りを

文書管理システムを導入することにより、紙媒
体で行っている文書の収受、起案、決裁、保
存、廃棄等を電子データで行うことにより、文
書の適正管理や内部事務の効率化等を更に推進
する。
また、システム導入により創出される時間等を
有効活用することで、所沢市ＤＸ推進基本方針
の重点テーマの一つである「行政サービス力Ｕ
Ｐ」の実現を目指す。

会年職
員等

0人

実績 - -

-

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①開発事業者の選定完了



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

-

R5予算現額

-

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.05 人 評価者

～ 8,485千円 契約課長　古沢　淳子

R4予算現額

0千円

R5予算現額

8,368千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.69 人 評価者

～ 5,576千円 介護保険課長　中山　倫宏

R4予算現額

0千円

R5予算現額

1,190千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.10 人 評価者

～ 808千円
国民健康保険課長　石川　純
也

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

契約事務の簡略化及びペー
パーレス化の促進会年職

員等 システム開発完了・
成果物納品

744
総務
部

契約
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

プロポーザルにて、機能要件
や価格を点数化した上で選定
した事業者との契約を締結
し、要件定義等、システム開
発に着手することができたた
め。

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 -

①仕様決定

②プロポーザル実施・契約
締結

③システム開発着手

仕様を満たすシステムの更新

-

R6目標

R5

- -

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

 平成24年度から導入している契約管理システム
を更新するものである。本システムにより、所
沢市の競争入札参加資格者名簿の管理や物品購
入及び工事請負等の執行準備から契約締結、ま
た工事請負においてはその完成検査結果及び支
払の管理を行っている。
　財務会計システムの更新に合わせ、当該シス
テムに包含されるシステムとすることにより、
利便性の向上を図るものである。

会年職
員等

-

実績 - -

-

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①業者選定委員会の承認を
経て決定した

②２者で実施し随意契約に
至る

③予定通り着手した

R5目標 R5実績

仕様の決定においては、最低限のカス
タマイズとし、システムに合わせた実
務運用や規定の整備を行う。

R5その他職員従
事割合

契約締結及びシステ
ム開発着手

契約を締結し、開発
に着手した

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

4,954件

R5目標

目的を達成するための仕様を満たすシステム
更新を行う事業であるため

R5年度新規事業

財務会計システム
更新事業（契約管
理システム分）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

R6

744
福祉
部

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

市調査員が実施する1日当たりの調査件
数を増やしていくには、タブレット操
作の習熟を高め、効果的な活用を検討
していく必要がある。

R5その他職員従
事割合

2.0件 2.16件

タブレット導入前は、市調査
員一人当たりの1日の調査件数
は、平均して2件に満たなかっ
たが、タブレット導入後は、1
日当たり2.16件となった。タ
ブレットの導入により、調査
票の確認、修正、仕上げ作業
が改善され、業務の効率化が
図られたことにより目標を達
成することができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 0千円

市調査員（13.5人）の年間
調査件数

一日に市の調査員が実施する一人当たりの調
査件数
※令和5年度は、タブレット導入後とする。

調査件数の増加に対応していくため、調査員
一人当たりの調査件数の向上を目標とした。

R5年度新規事業

介護認定業務ＤＸ
化事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
介護保険法 7,771千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　要介護（要支援）認定の申請受付から、認定
調査の実施、審査判定に至る一連の介護認定業
務において、デジタル技術を活用することによ
り、高齢化に伴う認定申請件数の増加に対応で
きる体制を構築する。
　市調査員の認定調査にタブレット端末を導入
することで調査の効率化を図り、申請件数増加
に効率良く対応するものである。

会年職
員等

0人

実績 ー ー

介護サービス利用の為でき
るだけ速やかに調査票の内
容確認、仕上げを行い、審
査会で判定できるようにし
た。

2.4件

予算執行率80％を下回らないようにするため。

R5年度新規事業

税系システム端末
機器入替事業（健
康推進部所管分）

健康増進に寄与。
会年職
員等

0.0%

744
健康
推進
部

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標達成したため。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
優先 自治事務 0千円

①税系システム端末機器入
替

予算額に対する決算額割合

0人

R6目標

R5

国民健康保険府 1,007千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

なし

R5

経年劣化によるトラブル発生を回避する。

会年職
員等

0人

実績 0.0% 0.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①税系システム端末機器入
替完了

R5目標 R5実績

R5その他職員従
事割合

80.0% 85.0%

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

15,103千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円 健康管理課長　田中　浩文

R4予算現額

‐

R5予算現額

4,204千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.39 人 評価者

～ 3,152千円 建築指導課長　岡村章一

R4予算現額

0千円

R5予算現額

4,535千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.92 人 評価者

～ 7,435千円
教育センター担当参事　中村
啓

R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%
妊婦、新生児から高齢者に
至るまで、すべての市民の
健康を守るためのシステム
づくりを進めた。

会年職
員等

100.0%

744
健康
推進
部

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

令和5年度中に、情報提供招
請、標準化対応事業者選定、
FIT&GAP検証機導入及び現行運
用分析を行うことができた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
最優先 自治事務 0千円

①情報提供招請、標準化対
応事業者選定

②FIT&GAP検証機導入、現行
運用分析

情報提供招請、標準化対応事業者選定、
FIT&GAP検証機導入及び現行運用分析。

0人

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律 14,683千円

令和7年度末までに標準化基準に適合した標準準拠
システムへ移行を行う。

R5年度新規事業

情報システム標準
化対応事業（健康
管理システム分）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

建築基準法に基づく道路種別の判断に
用いた資料が約2000件ある。その資料
の整理がGISデータ化に不可欠であるた
め、早急に作業することが課題であ
る。

R5その他職員従
事割合

32.8% 32.8%

第42条第1項第1号及び第42条
第1項第5号のGISデータ化が完
了した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 R6

「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」
の施行に伴い、基幹系情報システムを令和７年度末ま
でに標準化基準に適合した標準準拠システムへ移行す
ることが義務付けられている。
　本事業は、標準化対象業務のうち、健康管理システ
ムについて、標準準拠システムに移行するとともに、
政府共通のクラウドサービスであるガバメントクラウ
ドへのデータの移行等を行うものである。
なお、現行の健康管理支援システムで管理している標
準化対象外の業務についても、関連システムとして、
ガバメントクラウドへのデータ移行等を行うものであ
る。

会年職
員等

0人

実績 ― ―

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①情報提供招請回答結果よ
り、標準化対応事業者の選
定

②FIT&GAP検証機の導入、現
行運用分析の開始

R5目標 R5実績

令和7年度中の本稼働に向け、要件定
義、基本設計、システム適用、移行準
備作業、ガバメントクラウド上の環境
構築、運用テストを行う。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①建築基準法
第42条第1項第1号
第42条第1項第5号情報のGIS
データ化の完了

R5目標

情報資産の保護、業務効率
化及び市民サービスの向上
を推進した。

100.0%

744

街づ
くり
計画
部

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

優先 自治事務 ‐ ①建築基準法
第42条第1項第1号及び
第42条第1項第5号情報のGIS
データ化

・道路台帳情報のGISデータ化
（データ作成量）

令和5年度と6年度の2か年で市内の道路情報につい
てGIS化を進めていることから、対象となる道路の
データ作成量を100として、各年度に作業する割合
を目標として設定。
・令和5年度　32.8％を実施
・令和6年度　残りの67.2％を実施予定

R5年度新規事業

建築基準法に基づ
く道路台帳情報の
ＧＩＳ化事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

建築基準法 2,937千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

平成22年に施行された改正建築基準法におい
て、市（特定行政庁）には道路台帳の整備が求
められている。現在本市では750件以上の道路情
報を約1,300枚の公図に書き込んでおり、それを
台帳と位置付けている。
この道路情報について、情報資産の保護、業務
効率化及び市民サービスの向上を目的として、
電子化を行うもの。

会年職
員等

0人

実績 ‐ ‐

　肖像権等に係る研修を行い、教職員
の意識を更に向上させる。
　ホームページの定期的な確認を行
い、個別の支援を行う。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

　ホームページの内容が定期
的に更新されているため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１校当たり１日１６２件

②１校当たり１日0.56件

③100％

R5目標

学習指導要領 4,535千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　社会に開かれた学校教育
の実現

100.0%

744
学校
教育
部

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 0千円

①平均アクセス数

②平均投稿数

③月1回以上の更新

定期的な更新(月に1回以上) 学校だより等、定期的な便りの掲載状況 　作成に係る研修会を実施した。さら
に各校に2回、ホームページサポーター
を派遣し、操作支援を行った。

ホームページ作成
システム導入事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

【目的】
　全校共通のホームページシステムにより、学
校における持続可能な情報発信と、市民へのア
クセシビリティの保証を実現する。

【内容】
　全校共通のクラウド版のホームページ作成シ
ステムを導入する。

会年職
員等

0人

実績 ー ー



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,604千円

R5予算現額

846千円

R4正規職員人件
費

1.13 人

9,042千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.07 人 評価者

～ 8,647千円 市民相談課長　守谷　秀明

R4予算現額

120,713千円

R5予算現額

134,980千円

R4正規職員人件
費

7.06 人

56,494千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

6.58 人 評価者

～ 53,173千円 市民課長　小林　宏行

R4予算現額

1,049千円

R5予算現額

1,025千円

R4正規職員人件
費

1.18 人

9,442千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.28 人 評価者

～ 10,344千円 管財担当参事　高橋　国弘

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

R5その他職員従
事割合

1.5% 1.7%

個人情報を適切に取扱うこ
とで、公正で信頼される市
政の推進に寄与した。会年職

員等
0.0%

745
市民
部

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

個人情報開示請求は年間50～
100件程度で推移している中、
不服申立は1件生じており、目
標は達成されていない。この
ため、成果指標での目標値に
は達しなかったものの、不服
申立から審査に至る手続につ
いては、適正な対応ができて
いると考える。
また、関係業務を担当する職
員に対しては、外部講師によ
る個人情報保護制度に関する
研修のほか内部講師による研
修を併せて実施するなどし
て、知識の習得と意識の向上
を図っている。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 1,465千円

①保有個人情報開示請求等

②個人情報ファイル簿掲載
数

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報の保護に関する法律、所沢市個人情報に関する法律施行条例、所沢市個
人情報に関する法律施行細則、所沢市情報公開・個人情報保護審議会条例、所沢
市情報公開・個人情報保護審査会条例等

634千円

令和4年度及び令和5年度において開示請求に対す
る不服申立てが1件ずつ生じたが、開示決定時にお
ける丁寧な説明等に努めることにより、開示請求
に対する不服申立てを発生しないことを目標とす
るため、0.0%を指標とした。

令和5年4月以降の個人情報の取扱い
は、条例から法律に移行したことか
ら、市ホームページにおける「個人情
報のあらまし等」の更新、職員研修資
料の変更等を行った。

個人情報保護制度
推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

各まちづくりセンター等における申請
サポートに加え、福祉施設等で申請サ
ポートを行い、マイナンバーカードの
取得が困難な方に対し交付をしてい
く。併せて関係各課と調整し、本カー
ド取得による利便性の周知を図るな
ど、申請件数の拡大に努めていく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 70.3%

本カードの保有率について
は、目標値を達成できなかっ
たため、今後は保有率の高い
自治体などの対策を参考に研
究していく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

37人

R6目標

H27

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個
人の権利や利益の保護と公正で信頼される市政
の推進を目的とする。
内容としては、保有個人情報開示請求等の相談
と受付、個人情報の取扱状況の把握及び出前講
座や研修を通じて、市民や職員への個人情報保
護制度の周知を図っている。

会年職
員等

0.4人

実績 0.0% 1.6%

開示請求を部分開示した事案について、不服
申し立てが1件あったため、目標値には未達成
となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①56件

②133件

R5目標 R5実績 個人情報保護制度を適正に運営するた
め、同制度についての開示請求者への
丁寧な説明等、市民への案内、出前講
座の開催、職員の啓発に取り組む必要
がある。
また、事案によっては、審査会開催回
数を通例3回から2回に減らすなど、迅
速な手続きを行うように努める。

ほとんどの住民がマイナンバーカードを保有
することを想定して目標値を設定している
が、本カードの利便性について理解を得られ
ていないことや、申請や受取りが困難となる
市民が一定数いることから、目標値が未達成
であると考えられる。
このため、申請サポート等に併せて、本カー
ド取得による利便性の周知を関係部署と連携
し図っていく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

242,018枚

R5目標

利便性の高いデジタル社会
を実現し、市民生活の向上
を図る。

100.0%

745
市民
部

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

0人

R6目標

H13

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

11 住み続けられるまち
づくりを

最優先 法定受託事務 85,520千円

マイナンバーカード保有枚
数

マイナンバーカード保有率
（R4年度の実績は保有率のデータが公表され
ていないため交付率を記載）

国のほぼ全国民がマイナンバーカードを保有
するという想定に基づき、目標値を設定して
いる。

マイナポイント事業で増加した交付件
数に対応するため派遣委託を行った。
また、予約システムの更新に伴い、操
作方法が分かりやすいシステムの構築
を行った。
なお、まちづくりセンター等での申請
サポートについては例年通り行い、市
役所内ではサポート会場を常設してい
る。

マイナンバーカー
ド交付事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

番号法、住民基本台帳法 103,955千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

デジタル社会を実現するためのツールとなるマ
イナンバーカードを、希望する市民に対し交付
する。
国はほぼ全国民の本カードの保有を想定してい
るため、申請サポート事業等を行い交付促進を
図っている。

会年職
員等

39人

実績 100.0% 62.2%

R5その他職員従
事割合

1件 1件
未利用地を売却することで
財源を確保し、合わせて毎
年の除草委託料等の維持管
理費を削減した。

会年職
員等 0件(実施計画を取り

下げたため)

752
財務
部

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

売払い手続き(測量･不動産鑑
定･告示･広報･入札･契約･登
記)を滞りなく適切に行い、財
源の確保に寄与したため。

R5年度に改善した点
16 平和と公正をすべて
の人に

優先 自治事務 177千円

①測量

②不動産鑑定

③公募入札

売払い実績

0人

R6目標

H22

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱 976千円

用地の売払いをもって業務完了となることから、
売払い実績を指標とした。 測量が不調にならないように、早めに

隣接地権者に会い、説明等を行った。

市有財産活用事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

R5

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未
利用地について、財源確保のため公募により売
却するものである。

会年職
員等

0人

実績 1件 1件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①実施済（1件）

②実施済（1件）

③実施済（1件）

R5目標 R5実績

過去に入札を行ったが、応札なしの物
件もあるため、市場の動向も注視しな
がら、計画的な売却を行っていく。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

42,070千円

R5予算現額

50,590千円

R4正規職員人件
費

1.65 人

13,203千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.75 人 評価者

～ 14,142千円 収税課長　近藤　敦志

R4予算現額

2,357千円

R5予算現額

1,198千円

R4正規職員人件
費

1.45 人

11,603千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.79 人 評価者

～ 6,384千円 経営企画課長　並木　茂幸

R4予算現額

259,463千円

R5予算現額

258,403千円

R4正規職員人件
費

2.23 人

17,844千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.33 人 評価者

～ 18,829千円 管財担当参事　高橋　国弘

委託した事務の効率的かつ安定的な運
用を目指すとともに、滞納整理担当職
員を確保し、きめ細やかな滞納整理の
推進と収納率の向上をはかる。

R5その他職員従
事割合

1000件/人 978.2件/人

令和5年にプロポーザルによっ
て3年契約を行った。
また事業目的とする、定例業
務の効率化ならびに滞納整理
担当職員の確保・増強という
点において、一定の効果が
あったものと考えている。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H30

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,055,762件

②557,464件

③4,505件

R5目標

業務を委託し、滞納整理
にかかる人員を確保する
ことで税収増を目指し、
市の財源を確保してい
る。

1000件/人

752
財務
部

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
+
特
別

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

11 住み続けられるまち
づくりを

優先 法定受託事務 42,069千円 ①口座振替関連補助業務処
理件数

②収納管理関連業務処理件
数

③滞納整理関連業務処理件
数

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当職
員の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の推進
および市民対応を目的とする事業である。このた
め、職員１人あたりが担当する件数を指標とし、
目標値としては、前年より減らすことを目標とし
たい。

令和5年10月からプロポーザルによる契
約を開始し業務内容の効率化及び運用
の見直しを実施した。また、委託化し
た業務の処理状況をこまめに管理しな
がら、定例業務の運用について見直し
に取り組むことで、事務処理の質や処
理速度の向上を図った。

市税収納管理等委
託事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市税条例、
所沢市国民健康保険税条例 50,589千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当
職員の確保と、収入額の増加及び収納率の向
上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

会年職
員等

0人

実績 900件/人 963.0件/人

R5その他職員従
事割合

715,675.08㎡以下 718,207.62㎡

公共建築物の修繕を財政負
担の平準化を図りながら計
画的に進めた。会年職

員等
715,675.08㎡以下

754
経営
企画
部

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

「所沢市公共施設長寿命化計
画」に基づく複合化の実施時
期に到達していないため、総
面積の目標値には達していな
い。今後も、「公共施設の総
量適正化」に向けて計画的な
マネジメントを実践してい
く。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 2,155千円

①長寿命化改修に向けた先
進自治体視察及びアンケー
ト

②日常点検の実施

公共施設の総面積

0人

R6目標

H23

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総合管理計
画、所沢市公共施設長寿命化計画 1,198千円

公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設の総
量適正化」の状況を測るため、公共施設（インフ
ラを除く）の総面積を指標とする。

公共施設マネジメントシステムのデー
タ及び機能を整理し、短期予防保全の
効率化と「公共施設の総量適正化」に
向けた状況の把握に努めた。また、複
数の事業者との意見交換を行い、今後
の事業の進め方についての検討を行っ
た。

公共施設マネジメ
ント推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

来庁者が気持ちよく庁舎を利用してい
ただけるよう、市民サービスの維持・
向上を図りながら、省エネ・省資源に
向けた管理運営に取り組んでいく

R5その他職員従
事割合

5.0% 18.2%

夏期、冬期における節電の取
り組みにより、環境負荷の削
減に努めた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

1人

R6目標

S61

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進め
る。

会年職
員等

0人

実績 715,675.08㎡以下 718,287.21㎡

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基づく施
設の複合化により公共施設の総面積の縮減を
図っていく予定であるが、昨年度と比較して
総面積は減少しているものの、施設の複合化
の実施時期に到達しておらず、達成できてい
ない。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0件

②実施（395件）

R5目標 R5実績

「所沢市公共施設長寿命化計画」に基
づく長寿命化改修に向けた調整を進め
ていく。

5.0% 12.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①102,841千円

②2,476,683kwh

R5目標

「ところざわ未来電力」を
通じた環境に優しい電力の
利用で二酸化炭素排出量の
削減に大きく貢献した。

5.0%

754
財務
部

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

7 エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

優先 自治事務 258,028千円

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水
道・電話）

②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減
平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ） 夏期、冬期における節電の取り組みに

より、環境負荷の削減に努めた。

市庁舎管理事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市庁舎管理規則 257,698千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行
うことで、安全かつ快適な施設の運用を図るも
のである。

会年職員
等

1人

実績



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

29,500千円

R5予算現額

24,408千円

R4正規職員人件
費

0.83 人

6,642千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.63 人 評価者

～ 5,091千円 管財担当参事　高橋　国弘

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0千円

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.00 人 評価者

～ 0千円 保育幼稚園課長　青木　穂高

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

3.00 人

24,006千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

2.55 人 評価者

～ 20,607千円 営繕課長　中嶋　睦夫

- 24,402千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

R5実績

多くの市庁舎設備は老朽化し、故障頻
発や保守部品の入手が困難等により修
理に多くの時間を要す状況であること
から、今後は関係各課と調整し、設備
本体の更新を図っていく。

R5その他職員従
事割合

40件 34件
「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安心安全な労働環境の
促進に努めた

会年職
員等

40件

754
財務
部

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

老朽化の度合いを考慮しつ
つ、予算の範囲内で効率的修
繕・工事を実施した。

R5年度に改善した点
7 エネルギーをみんなに

そしてクリーンに
優先 自治事務 29,500千円

①建築・衛生・厨房設備修
繕件数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

①建築・衛生・厨房設備修繕件数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

0人

R6目標

S63

修繕必要条件における達成件数
修繕は重要度、影響度を考慮し優先的
に盛り込むよう計画を見直した。

市庁舎修繕事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

754
こど
も未
来部

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

西所沢保育園を安心して利用
できるよう、空調設備改修事
業費を速やかに予算化し、令
和6年度の契約、改修工事開始
に向けて着手したため。

R5年度に改善した点

10.0% 10.0%

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の
不具合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電
気・衛生設備等の設備性能を維持改善すること
により、来庁者や職員の安全確保、快適性や執
務環境の向上・充実を図るため、市庁舎の修繕
を行うものである。

会年職
員等

0人

実績 40件 38件

計画的に実施している修繕と異なり、突発的
に発生した修繕に多額の費用が掛かったため

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①15件

②8件

③11件

R5目標

3 すべての人に健康と福
祉を

最優先 自治事務 0千円
①調査・設計(R5)
②契約(R6)
③改修工事(R6・R7) 事業の進捗率

0人

R6目標

R5

― 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

平成21年に導入した西所沢保育園の空調設備は
老朽化が進むとともに、一部部品の故障によ
り、空調の出力が低下している。また、既に部
品供給が終了し修理が不可能な状況であること
から、保育園施設の安全を確保し、適切な保育
環境を維持するため、機器の更新を行うもの。

会年職
員等

0人

実績 ― ―

―

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①調査・設計

R5目標 R5実績

施設の利用制限を最小限に留め、工事
期間中における園児、保護者、職員等
の安全に十分配慮し、速やかに工事を
完了をする。

R5その他職員従
事割合

西所沢保育園で安心して保
育ができる環境を維持し続
けられるようにした。会年職

員等
60.0%

754
建設
部

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R5実績

本事業は、施設の空調設備等を令和5・6・7年度の
継続事業で実施するものであるため、それぞれの
年度での進捗管理が重要であることから事業の進
捗率を指標とする R5年度新規事業

西所沢保育園空調
設備改修事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

所沢市公共施設長寿命化計画に統合さ
れたことで、施設の統廃合や長寿命化
改修（大規模改修）の予定も勘案した
計画策定が必要となっていく。このた
め、これまで以上に経営企画課や施設
所管課との協議、連絡を密に取ってい
く。

R5その他職員従
事割合

12件 12件

成果指標の目標値を達成し
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H18

重要 自治事務 0千円
①予防保全計画に基づく工
事予定件数

②予防保全計画に基づく工
事実施件数

予防保全計画に基づく工事実績件数
対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老朽
度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を行
い、目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順
位や市の財政状況を勘案してＲ５年度
目標の工事予定件数を見直した。

公共施設長寿命化
計画に基づく予防
保全計画推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
建築基準法 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

建築物については、建築後３０年を経過すると急
激に劣化が進行するとされており、所沢市の公共
建築物においても築後３０年を経過するものが増
加していくことを踏まえ、建築物の劣化が進行す
る前の予防保全に取り組むため平成１８年度に
「所沢市公共建築物修繕計画」を策定し、その後
令和３年度には「所沢市公共施設長寿命化計画」
に内容を継承し「予防保全計画」として統合され
た。この予防保全計画により、建築物の修繕を計
画的に進行管理し、単年度に修繕工事が集中する
事態を避けて財政負担を平準化するとともに、既
存建築物の延命化を図り有効活用していく。

会年職
員等

0人

12件 12件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12件

②12件

R5目標

公共建築物の修繕を財政負
担の平準化を図りながら計
画的に進めた。

15件



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

-

R5予算現額

75,000千円

R4正規職員人件
費

-

- どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.55 人 評価者

～ 12,526千円 教育施設課長　市村　浩昭

R4予算現額

0千円

R5予算現額

19,101千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.10 人 評価者

～ 808千円 社会教育課長　奥井　祥三

R4予算現額

0千円

R5予算現額

98,843千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.15 人 評価者

～ 1,212千円 保健給食課長　渡辺　純也

754
教育
総務
部

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

劣化度調査等の総合的判断か
ら改修順位を決定するととも
に、改修内容を検討し、基本
設計を取りまとめた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
最優先 自治事務 -

①基本設計実施件数

②実施設計件数

③改修工事実施件数

基本設計実施件数

0人

R6目標

R5

- 52,360千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

建築後４０年以上を経過し、経年により老朽化
が進む小中学校について、児童生徒の安全確保
及び学校環境の充実を図るとともに、所沢市公
共施設長寿命化計画に基づき、建築後８０年以
上使用することを目的として、長寿命化改修を
実施するものである。

会年職
員等

0人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

① 3校

② 1校

③ 0校

R5目標 R5実績

今後も継続する長寿命化改修事業モデ
ルとなる成果を取りまとめることがで
きたが、業務スケジュール管理や、物
価上昇などを踏まえた工事内容の工夫
など、検討すべき課題が生じた。

R5その他職員従
事割合

3校 3校

施設の修繕や改修工事によ
り、学校環境の向上に貢献
する。会年職

員等
1校

754
教育
総務
部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

所沢市公共施設長寿命化計画に基づき、基本設計
実施件数を指標とする。

学校の要望を踏まえた確保を行い、改
修内容を計画した。

学校施設長寿命化
改修事業（公共施
設マネジメント推
進事業の一環）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

経年劣化の進む施設について、所沢市
公共施設長寿命化を踏まえて今後の維
持管理に努め、適正な額で予算を確保
し執行する。

R5その他職員従
事割合

95.0% 84.8%

契約が、市の財政面におい
て、適正かつ有利に行われた
ことは、高評価の要因であ
る。今後も関係各課と調整し
ながら、適正な価格での予算
要求及び執行に努める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R5 R6

4 質の高い教育をみんな
に

自治事務 0千円

①施設改修工事費 予算額

②施設改修工事費 契約額

施設改修工事費予算の執行率

執行率の低さを目標とすることは、予算の抑
制に繋がる。低すぎる場合は予算額の設定が
高いことになり、今後の予算の組み立てを考
える上での問題提起の要素の一つとなる。

屋上防水改修工事の契約事務を適切に
行い、着工した。

富岡公民館屋上防
水改修事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例、所沢市立
公民館設置及び管理条例施行規則 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

設立後36年経過し、経年劣化により屋上の防水
シートに亀裂が入り、階下のホール等に雨漏り
が生じ、施設提供に影響が出たため、シートを
張替えまた、塗膜防水を新設し、改修を行っ
た。
令和5年度と6年度の、2年にわたる継続事業と
なった。

会年職
員等

0人

実績 なし なし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①47,751,000円

②40,480,000円

R5目標

地域住民にとっての学びの
場としての施設（公民館）
を、安心安全に利用できる
ことに貢献した。

95.0%

会年職
員等

754
学校
教育
部

保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

0

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

事業の目標達成に向けて、遅
延なく成果が得られている。

R5年度に改善した点
6 安全な水とトイレを世

界中に
最優先 自治事務 0千円

①廃水処理施設解体

②新設受水槽設置

③床下ピット内換気設備設
置

改修工事実施件数

0人

R6目標

R5 R6 １件

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計画に
基づく短期予防保全計画で計画していることか
ら、このほか学校給食センターの安全性の確保の
ため実施する改修工事件数を指標とし、緊急性や
財政状況等を考慮した目標設定とする。

R5年度新規事業

第１学校給食セン
ター受水槽外改修
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市公共施設長寿命化計画 59,548千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

老朽化する公共施設について、「所沢市公共施
設長寿命化計画」に基づいて計画的に整備し、
公共施設の安全上適正な管理を図るものであ
る。

会年職
員等

0人

実績 － －

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１件

②１件

③１件

R5目標 R5実績

年々学校給食センターの施設・設備の
老朽化が進んでいるが、財政状況も非
常に厳しいことから、緊急性等を総合
的に勘案しながら安全・安心の給食が
提供することを第一とした修繕・改修
に努める。

R5その他職員従
事割合

１件 １件
設備の老朽化が進んでお
り、給排水管の改修等の実
施により学校給食センター
の環境の向上に貢献。

期間


